
令 和 ６ 年 ２ 月 臨 時 記 者 懇 談 会

日時 令和６年２月１３日（火）

午後１時３０分

場所 政策会議室

１ 市長あいさつ

２ 市政記者クラブからの質問事項 （幹事社 東愛知）

なし

３ 市からの発表事項

（１）令和６年度組織機構改革について （行政課）

（２）令和６年度予算案について （財政課）

・令和６年度予算案の概要

・令和６年度新城市の主な事業（抜粋）

４ その他

資料提供・情報提供

（１）大塚製薬株式会社との健康増進及び健康経営の普及促進等に関する

連携協定締結について （健康課）

（２）新城さくらまつり開催について （観光課・新城市観光協会）

次回開催日 ２月１９日（月）午後２時



新城市

報道機関発表資料

令和６年２月１３日

令和６年度新城市組織機構改革の内容については、別添のとおりです。

令和６年度 新城市組織機構改革について

【問合せ先】

総務部行政課 課長：松井 担当：黒田

電話：0536-23-7611

FAX：0536-23-2002

E メール：gyousei@city.shinshiro.lg.jp
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令和６年２月１３日

令和６年度組織機構改革について

１ 令和６年度組織機構改革の内容

令和６年度の組織機構改革については、令和５年度に部の再編を伴う大規模な異動を行っ

たことから、小規模な異動にとどめた。細分化による縦割りの弊害を生じさせないこと、ま

た、市の規模や職員数等を勘案し、職員間で補完しあう体制を考えたものであるが、そのよ

うな中でも「妊産婦、子育て世帯、子どもへの一体的支援の実施」や「アジア競技大会の開

催」に関しては、喫緊の課題として担当部署を新設し、体制の強化を図ることとした。

（１）健康福祉部

・「こども未来課児童養育支援室」を廃止し、「こども未来課こども家庭センター」を新設。

室内に「子育て支援係」と「家庭相談係」の２係を新設。

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６６号）において、こども家庭

センターの設置が市町村の努力義務とされ、本市でも全ての妊産婦、子育て世帯、子ど

もへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関「こども家庭センター」をこども未来課

の課内室として新設する。それに伴い、「こども未来課児童養育支援室」を廃止し、その

業務（子育て世代包括支援センター業務、子ども家庭総合支援拠点業務）をこども家庭

センターに移管する。また、健康課の母子保健業務も子ども家庭センターへ移管する。

・「作手診療所」の現体制を組織機構図上に明示。所管は健康福祉部のまま、作手総合支所

の枠内に移動し、支所の関わりを示す。

山間地の医療体制を堅持していくため、令和５年９月１日付け人事異動後の体制を組

織機構図上で明示する。診療所の業務内容等を勘案し、所管は健康福祉部のままとする

が、日常的な医局と事務局の連携を強化するため、作手総合支所の関わりを持たせるも

の。

（２）産業振興部

・観光課に「アジア大会推進係」を新設、「ツーリズム振興係」を「観光振興係」に名称変

更。

本市は、令和８年度に愛知県で開催されるアジア競技大会の自転車競技会場となるこ

とが決まっている。来年度、再来年度とテスト大会の開催も控えており、業務を確実に遂

行するため、担当係を新設する。また、課の事務分掌のうち「スポーツツーリズムの推進

に関すること。」を新設係が担当するため、現行の係名を変更する。

（３）消防本部

・消防総務課の「庶務係」「消防係」を、それぞれ「総務係」「消防団係」に名称変更。

「庶務係」が行っている消防署の事業に係る事務を消防署が自ら処理することになる

ため、部全般の総務事務が主業務となることから、適した係名へと変更する。また、「消

防係」が所掌する事務は消防団に関するものであることから、市民に分かりやすい名称
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へと変更する。

（４）教育部

・教育総務課の「庶務係」を「総務係」に名称変更。

係名で使用される「庶務」については、全庁的に「総務」で統一する。

（ 変更点一覧 ）

２ 部・課（室）・係数の増減

部 １５（対前年度比±０）

課 ４３（ 〃 ±０）

室等 ９（ 〃 ±０）

係 ８４（ 〃 ＋３）

区分 № 件 名 備 考

課

（室）

⑴

健康福祉部「こども未来課児童養育支援室」を廃

止し、「こども未来課こども家庭センター」を新

設。室内に「子育て支援係」と「家庭相談係」の

２係を新設。

２係増

⑴
健康福祉部「作手診療所」を作手総合支所の枠内

に移動し、支所の関わりを明示する。
組織機構図の変更のみ

係

⑵
観光課に「アジア大会推進係」を新設し、「ツーリ

ズム振興係」を「観光振興係」に名称変更
１係増

⑶
消防総務課の「庶務係」「消防係」を、それぞれ「総

務係」「消防団係」に名称変更

⑷ 教育総務課の「庶務係」を「総務係」に名称変更



 

■ 令和６年度 新城市組織機構図

本　　　　　　　　　　庁　

総 務 部 鳳来総合支所 作手総合支所行 政 課 行政係　　法務文書係　　市民安全係

財 政 課 財政係　　契約係　　　
地 域 課 地域振興係 地 域 課 地域振興係

資 産 管 理 課 資産管理係 地域整備係 地域整備係

税 務 課 市民税係　　資産税係

債 権 管 理 室

防 災 対 策 課 防災対策係

企 画 部 秘 書 人 事 課 秘書係　　広報広聴係　　人事係

総 合 政 策 課 総合政策係

企 画 調 整 課 企画調整係　　定住促進係

情 報 政 策 課 情報政策推進係　　統計分析係　　情報通信管理係

市 民 協 働 部 市民自治推進課 自治推進係 　 協働政策係

自治振興事務所

新城自治振興事務所 鳳来中部自治振興事務所 作手自治振興事務所

千郷自治振興事務所 鳳来南部自治振興事務所

東郷自治振興事務所 鳳来北西部自治振興事務所

舟着自治振興事務所 鳳来東部自治振興事務所

八名自治振興事務所

市 民 課 窓口係　　記録係

環 境 政 策 課 環境政策係　　環境保全係

生 活 環 境 課 ごみ減量推進係　　施設管理係

公共交通対策課 公共交通対策係

健 康 福 祉 部 福 祉 課 地域福祉係　　障害福祉係

高齢者支援課 介護保険係　　地域包括ケア係　　長寿福祉係

保 険 医 療 課 国保年金係　　福祉医療係

こ ど も 未 来 課 こども園係　　子育て給付係　　

こ ど も 園 （15園）

お お ぞ ら 園

こども家庭センター 子育て支援係　　家庭相談係

健 康 課 健康推進係　　保健事業係

 地域医療支援センター 

地域医療支援室

 訪問看護ステーション 

 しんしろ助産所 

作 手 診 療 所

産 業 振 興 部 産 業 政 策 課 産業政策係　　商工振興係

農 業 課 農政係　　農地係　　整備係　　鳥獣害対策係　

森 林 課 林政係　　林道係

観 光 課 観光振興係　　管理係　　アジア大会推進係

建 設 部 土 木 課 管理係　　維持係　　工事係

道路政策推進室

用 地 開 発 課 用地係　　開発係　

都 市 計 画 課 都市整備係　　建築住宅係

診 療 部

看 護 部

医療技術部

経営管理部 総 務 企 画 課 総務企画係　　施設係　　用度係

医 事 課 医事係

医 療 情 報 室

上 下 水 道 部 経 営 課 総務係　　料金係

整 備 課 施設管理係　　水道整備係　　下水道整備係

会 計 管 理 者 会 計 課 会計係

消  防  本  部 消 防 総 務 課 総務係　　消防団係

予 防 課 予防係　　危険物係　　査察指導係

消 防 署

分 署 ・ 出 張 所 等

教 育 委 員 会 教 育 部 教 育 総 務 課 総務係　　施設係

学 校 給 食 課 学校給食係

学 校 教 育 課

生 涯 共 育 課 共育係　　スポーツ係　　文化係　　文化財係

議 会 議会事務局 議 事 調 査 課

監 査 委 員 監査委員事務局

選挙管理委員会 ( 行 政 課 )

公 平 委 員 会 ( 行 政 課 )

農 業 委 員 会 ( 農 業 課 )

固定資産評価審査委員会 ( 行 政 課 )

市
　
長

副
市
長

市
民
病
院



 

■ 令和５年度 新城市組織機構図 （令和５年４月１日現在）

本　　　　　　　　　　庁　

総 務 部 鳳来総合支所 作手総合支所行 政 課 行政係　　法務文書係　　市民安全係

財 政 課 財政係　　契約係　　　
地 域 課 地域振興係 地 域 課 地域振興係

資 産 管 理 課 資産管理係 地域整備係 地域整備係

税 務 課 市民税係　　資産税係

債 権 管 理 室

防 災 対 策 課 防災対策係

企 画 部 秘 書 人 事 課 秘書係　　広報広聴係　　人事係

総 合 政 策 課 総合政策係

企 画 調 整 課 企画調整係　　定住促進係

情 報 政 策 課 情報政策推進係　　統計分析係　　情報通信管理係

市 民 協 働 部 市民自治推進課 自治推進係 　 協働政策係

自治振興事務所

新城自治振興事務所 鳳来中部自治振興事務所 作手自治振興事務所

千郷自治振興事務所 鳳来南部自治振興事務所

東郷自治振興事務所 鳳来北西部自治振興事務所

舟着自治振興事務所 鳳来東部自治振興事務所

八名自治振興事務所

市 民 課 窓口係　　記録係

環 境 政 策 課 環境政策係　　環境保全係

生 活 環 境 課 ごみ減量推進係　　施設管理係

公共交通対策課 公共交通対策係

健 康 福 祉 部 福 祉 課 地域福祉係　　障害福祉係

高齢者支援課 介護保険係　　地域包括ケア係　　長寿福祉係

保 険 医 療 課 国保年金係　　福祉医療係

こ ど も 未 来 課 こども園係　　子育て給付係

児童養育支援室

こ ど も 園 （15園）

お お ぞ ら 園

健 康 課 健康推進係　　保健事業係

 地域医療支援センター 

地域医療支援室

 訪問看護ステーション 

 しんしろ助産所 

作 手 診 療 所

産 業 振 興 部 産 業 政 策 課 産業政策係　　商工振興係

農 業 課 農政係　　農地係　　整備係　　鳥獣害対策係　

森 林 課 林政係　　林道係

観 光 課 ツーリズム振興係　　管理係

建 設 部 土 木 課 管理係　　維持係　　工事係

道路政策推進室

用 地 開 発 課 用地係　　開発係　

都 市 計 画 課 都市整備係　　建築住宅係

診 療 部

看 護 部

医療技術部

経営管理部 総 務 企 画 課 総務企画係　　施設係　　用度係

医 事 課 医事係

医 療 情 報 室

上 下 水 道 部 経 営 課 総務係　　料金係

整 備 課 施設管理係　　水道整備係　　下水道整備係

会 計 管 理 者 会 計 課 会計係

消  防  本  部 消 防 総 務 課 庶務係　　消防係

予 防 課 予防係　　危険物係　　査察指導係

消 防 署

分 署 ・ 出 張 所 等

教 育 委 員 会 教 育 部 教 育 総 務 課 庶務係　　施設係

学 校 給 食 課 学校給食係

学 校 教 育 課

生 涯 共 育 課 共育係　　スポーツ係　　文化係　　文化財係

議 会 議会事務局 議 事 調 査 課

監 査 委 員 監査委員事務局

選挙管理委員会 ( 行 政 課 )

公 平 委 員 会 ( 行 政 課 )

農 業 委 員 会 ( 農 業 課 )

固定資産評価審査委員会 ( 行 政 課 )

市
　
長

副
市
長

市
民
病
院



新城市

報道機関発表資料

令和６年２月１３日

令和６年度予算案について、別添のとおり発表します。

○令和６年度予算大綱説明

○令和６年度予算案の概要

○令和６年度新城市の主な事業（抜粋）

令和６年度予算案について

【問合せ先】

総務部財政課 課長：山本 担当：大藏

電話：0536-23-7616

F A X：0536-23-2002

E メール：zaisei@city.shinshiro.lg.jp

報道解禁日時
2 月 13 日(火) 午後 5時（テレビ・ラジオ）

2月 14 日(水) 朝刊（新聞）



令 和 ６ 年 度

予 算 大 綱 説 明

～「持続可能な自治体経営を念頭に

真に市民福祉の向上に重点を置く令和６年度予算（案）」～

新 城 市 長

報 道 解 禁
２月 13 日 午後５時（テレビ・ラジオ）

２月 14 日 朝刊（新聞）

問合せ先

新城市役所

総務部財政課財政係

TEL 0536-23-7616

FAX 0536-23-2002

E ﾒｰﾙ zaisei@city.shinshiro.lg.jp
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本日、新城市議会３月定例会の開催にあたり、令和６年度予算案を始めとする諸議案の

御審議をいただくのに際し、施政方針の一端と予算の大綱について御説明いたします。議

員各位、市民の皆様の御理解と御協力をお願い申し上げます。

令和５年度は、「脱コロナ元年」のターニングポイントとなった１年でありました。昨年

５月８日、新型コロナウイルス感染症の位置付けが５類感染症に移行したことで、発生か

ら４年が経過し、ようやくコロナ禍以前の暮らしが戻ってまいりました。しかし、新しい

年を迎えたばかりの元日に発生した令和６年能登半島地震により、被災地は甚大な被害に

見舞われました。この度の震災でお亡くなりになられた方と被災された全ての皆様に対し

て、改めて心からお悔やみとお見舞いを申し上げますとともに、一日も早い復旧・復興を

願い、本市としても引き続き切れ目のない支援に取り組んでまいります。

さて、世界に目を向けますと、ロシアのウクライナ侵攻、中東のガザ地区におけるイス

ラエルとイスラム組織ハマスによる紛争などにより、周辺諸国や関係国を巻き込みながら

国際情勢が複雑化し、不安定な状態が続いています。それに伴って、世界的にエネルギー

価格や原材料価格が高騰し、コロナ禍後の経済の回復基調にも大きな影を落としています。

これに加えて、わが国では円安が進み、それによって市民の日常生活や市内の経済活動に

大きな影響が出ているとともに、高齢化の進展と生産年齢人口の減少、働き方改革に伴う

労働力の確保など、本市が抱える構造的な課題も継続しています。このため、関係機関と

の連携・協力のもとで、あらゆる知恵を絞りながらこれらの課題に向き合い、市民福祉の

向上につながる施策を戦略的に講じていかなければなりません。

総額２５３億９，８００万円でスタートした令和５年度一般会計予算は、昨年の市議会

１２月定例会までに１１回にわたる補正予算を経て、総額２９２億８，０００万円にまで

膨らみました。これは、新型コロナウイルス感染症への対応として合併以後最大となった

令和２年度の決算額とほぼ同じ規模であり、歳出がここまで拡大したのは、昨年６月に発

生した豪雨災害からの復旧・復興のための突発的な支出や物価高騰に対する支援給付金、

各小中学校での給食受入施設の整備などによるものです。

このような背景がある中で、令和６年度の予算編成に臨む上で直面する行財政課題は、

合併特例債を最大限活用した起債管理の手法を今後はとれないこと、人口減少により市税

の増収が見込めないこと、人件費や扶助費などの義務的経費の増加、デジタル化の推進に

伴う支出の増加、そのほか燃料費・資材費・物価等の高騰が続くことによる経常経費の増

加などであります。市民サービスにおける負の影響を最小限に抑え、持続可能な自治体経

営を行う必要があることから、令和６年度予算の編成作業は例年にも増して困難を極めま

した。そうしたことから、ふるさと納税の強化やクラウドファンディングの手法について

も研究するなど、歳入の確保に向けて積極的に取り組む必要があると考えています。また

一方で、限られた予算を真に市民福祉の向上と持続的なまちの発展につながる施策に重点
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的に振り向けるため、個別事業の精査と取捨選択による歳出の抑制が一層求められます。

将来を見据え、事業の大胆なスクラップも避けられないという覚悟を持って、令和６年度

の市政運営に臨んでまいります。

令和６年度の重要な事業としては、まず学校給食共同調理場の稼働を予定どおりスター

トすることが挙げられます。そのためには、建築資材の調達などの課題がある中で、スケ

ジュールどおりの工事の進捗が前提となります。各学校の受け入れ施設が完成するまでの

移行期間には、児童・生徒や保護者の理解と協力を求めるとともに、その負担をできる限

り少なくするよう最善の方策を講じてまいります。本年２学期からの運用開始に向け、残

された時間の中でスケジュールどおり無事に稼働させることを最優先とし、運営全般にわ

たる確認作業を徹底した上で、学校給食基本方針推進施策である４つの基本方針に基づき、

これまでの自校調理方式で培ってきた食育の考え方を継承し、最新の調理施設だからこそ

可能となる、魅力ある安全で安心な学校給食を子どもたちに提供していくことができるよ

う取り組んでまいります。

次に、元愛知県立新城東高等学校用地の活用についてであります。令和５年度において

は、医療・福祉・健康増進の分野で活用していく方針のもと、公共施設適正管理の視点や

今後の財政運営を見据えながら多角的に活用方針を検討し、基本構想を策定しました。元

学校用地の活用方針は、第２次新城市総合計画の土地利用構想に掲げる「住みやすい、働

きやすい、子育てしやすい暮らしの環境を整え、安心し心豊かに暮らすことができるまち

の形成」に向けた土地利用を基本とし、暮らし・賑わい・交流をキーワードに、民間活力

の導入や産学官連携による地域課題解決の視点を加え、令和６年度は具体的な土地活用や

施設機能を示す基本計画を策定します。官民連携の整備で調整等が必要なものや政策的な

取組で財政面からの十分な検討が必要なものについては、中長期的な取組となりますが、

まずはグラウンド部分の暫定利用を行いつつ、愛知県との協議・調整を踏まえ、本格的な

活用に向けた検討を重ねてまいります。

そして、制度導入から１２年目を迎える地域自治区制度についてであります。令和５年

度には、各地域自治区において地域計画推進体制についての検討を重ね、現状の課題等を

分析した上で、具体的な提案を提出いただいているところです。各地域自治区に共通する

提案内容などについて精査し、地域が主体性を持って活動しながら地域計画に沿った地域

づくりが推進しやすくなるよう制度の改善を行い、令和７年度から新たな制度のもとで運

用が始められるよう進めてまいります。こうしたことから、令和６年度は地域自治区制度

の更なるステップアップを図る重要な年度であります。今一度、全職員が制度導入初期の

原点の意識に立ち返るとともに、自治振興事務所の業務に対する全庁の各部各課による協

力体制を整えてまいります。また、職員一人ひとりが地域とのつながりを大切にし、市民

との信頼関係を構築することが重要です。職員が地域課題解決のサポーターとして、地域

活動に積極的に従事することができる環境を整えるためにも、地域活動支援員制度の見直

2



しも進めてまいります。

今後とも将来にわたって持続可能な自治体としてあり続けるためには、地域の担い手と

なる年齢層をいかに確保していくのかということが重要であります。これまで本市では、

少子化と人口減少が進む中で、子育て支援や若者政策に重点を置き、子育て世代や若者の

地域への定着に取り組んでまいりましたが、新型コロナウイルス感染症の影響もあって、

令和２年以降における出生数の減少が少子化を加速させました。たとえば、５年後の学校

運営を考えますと、新たに複式学級のクラスがある小学校が５校増えることも予測される

厳しい状況にあり、強い危機感を持っています。また、高齢化の進展による６５歳以上の

人口の増加と生産年齢人口の減少傾向は、この先も継続していくと思われますので、年齢

構成のバランスをとることが困難になってきます。一方で、外国籍の方は平成２７年から

増加傾向となっており、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年に一時的に減少

したものの、直近の２年間は大きく増加しています。また、そのうち高齢者の占める割合

は２．５％で、年齢層が若く、特に２０歳代前半から３０歳代前半にかけての年代層が多

いという特徴があります。いずれにしても日本人の今後の急激な若年層の減少は避けきれ

ず、市民生活に大きな影響を与えることになります。こうした人口動向を踏まえ、子育て

世代の経済的負担を軽減する施策をさらに推進していくとともに、全力で若者を応援する

施策にも取り組んでまいります。そして、地域の活力を維持する上で大きな力となり得る

外国人市民の支援を総合的に行い、地域社会の構成員として安心して共に暮らしていける

よう、令和６年度からスタートする５年間の新城市多文化共生推進プランに基づき、伝え

合い、助け合い、分かり合うことができる各種施策を市内の事業者や国際交流協会と連携

し推進していきます。

そのほか、交流人口の創出をまちの活力にしていく取組についてでありますが、引き続

き戦国の歴史のまちとしての本市の魅力の発信に力を入れ、長篠・設楽原４５０年の年と

なる令和７年度の事業の準備も行いながら、来訪者の満足度を高める武将観光を推進して

まいります。あわせて、自然資源を活用したトレイルランニング競技、サイクル競技、フ

ィッシング競技、水上スポーツなどのスポーツツーリズムの推進により、更なる交流人口

の創出の可能性を広げてまいります。そして、移住定住ポータルサイトの充実や公式イン

スタグラムによる情報発信の強化により、都市部から人を呼び込み、交流人口から定住人

口へとつなげる取組についても、引き続ききめ細かく進めてまいります。

以上のような考え方のもとに、本格的な少子高齢化と人口減少の到来に対応できる自治

体経営を持続していくため、本市の人口、産業、くらし等の全般にわたって詳細な分析と

将来予測を行い、それを全職員で共有するとともに、部局を越えた連携強化により、真に

市民福祉の向上につながる施策の推進に一丸となって邁進する決意として、新年度予算を

「持続可能な自治体経営を念頭に、真に市民福祉の向上に重点を置く令和６年度予算」と

したものであります。
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このような認識と志向で編成した令和６年度予算案の規模は、

一般会計 ２５２億７，０００万円

特別会計 ６６億１，４３３万４千円

企業会計 ９８億３，３６５万円

予算総計 ４１７億１，７９８万４千円 となりました。

一般会計の歳入予算案については、地方財政計画や前年度決算見込みなどを参考にしつ

つ、新型コロナウイルス感染症が終息した社会情勢を踏まえた直近の経済状況や企業収益

の動向などを踏まえて計上しました。

市税は、直近の経済状況や企業収益の動向などを踏まえるとともに、国の定額減税を反

映し前年度比０．3％増の７１億７，４００万円を計上しました。
市税のうち個人市民税は、定額減税を反映し前年度比７．０％減の２０億３，７３５万

４千円、法人市民税は、前年度比２０．２％増の５億５，５３９万７千円としました。固

定資産税については、地価の下落や新規設備投資の状況等から、前年度比１．５％増の

３８億２，０７１万１千円としました。

地方譲与税は、地方財政計画、前年度決算見込みなどを参考にして、前年度比

１１．９％増の４億１，８００万円を計上しました。

地方消費税交付金は、地方財政計画、前年度決算見込みなどを参考にして、前年度比

１．６％減の１２億２，０００万円を計上しました。

地方特例交付金は、地方財政計画、税制改正などを参考にするとともに、国の定額減税

による減収分が特例交付金として補填されることから、前年度から１億９，２００万円増

の２億３，０００万円を計上しました。

地方交付税は、地方財政計画、前年度決算見込みなどを参考に基準財政収入額と基準財

政需要額に用いられる数値の増減を見込み、前年度比０．８％増の６４億円を計上しまし

た。なお、普通交付税については、地方財政計画で示された会計年度任用職員に係る給与

改定や勤勉手当支給への対応及び臨時財政対策債の抑制による公債費の減なども見込んで

算定しました。

国庫支出金は、道路改良工事に係る地方創生道整備推進交付金や重層的支援体制構築の

ための重層的支援体制整備事業交付金の増、学校給食共同調理場に係る学校施設環境改善

交付金の減などにより、前年度比８．５％増の２２億６，４４９万２千円を計上しました。
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県支出金は、昨年発生しました災害への対応として林業施設災害復旧事業補助金や重層

的支援体制整備事業交付金などの増により、前年度比９．２％増の１５億８，３９６万

７千円を計上しました。

繰入金は、鳳来総合支所周辺整備事業の財源として公共施設管理基金から１億

２，５９２万８千円、公債費の財源として減債基金から２億５，０００万円を繰り入れる

ほか、財源調整として財政調整基金から８億円を計上しました。なお、繰入金全体では、

前年度比５４．３％増の１３億４，６８７万４千円の計上となりました。

市債は、学校給食共同調理場、クリーンセンター整備事業の財源として、合併特例債を

はじめとした市債の活用を予定しているほか、地方交付税の不足分を国と地方が折半して

負担する臨時財政対策債を６，０００万円計上しました。

市債全体では、前年度比４０．５％減の１８億９，８６０万円を計上し、歳入における

依存度は前年度比５．１ポイント減の７．５％となりました。なお、予算に計上しました

市債は、元利償還金の全部又は一部が地方交付税の算定に算入されるものとなっています。

また、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、前年度比６．１ポイント増のプラス

４．８％を見込んでいます。

各特別会計、各企業会計についても、市民生活の安定確保、生活環境の向上などを図る

ため、収入の確保に努めたところであります。

次に、歳出予算案ですが、令和６年度は、『第２次新城市総合計画中期基本計画』の２年

目にあたり事業進捗を進める重要な年であります。中期基本計画に位置付けられた各種事

業の着実な実施を図るとともに、市議会常任委員会や各種団体からの要望についても可能

な限り予算に反映したところであります。

『第２次新城市総合計画』では、将来の都市像を「つながる力 豊かさ開拓 山の湊し

んしろ」としており、その実現のため「ひと」・「ちいき」・「まち」の目指す姿を定め、分

野別の政策と施策を設定していますので、施策体系別に令和６年度に予定している主な事

業を御説明申し上げます。

「ひと」では、目指すべき姿を「個性輝く多様な「ひと」が活躍しています」と定め、

人材の育成と確保、活躍促進に向けた取組として、子育ての安全安心を守ること、子ども

たちの能力と個性を活かす力を育てること、市民の学びの場、憩いの場、自己投資の機会

をつくること、立場や世代を越えて認め合い、支え合う人をつなげることを政策目標に掲

げています。
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子ども・子育ての分野では、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの包括的な相談支援

等を行う「こども家庭センター」を設置し、様々な支援をつなぐマネジメントを実施する

とともに、令和４年度から検討を進めてきましたこども園再編・整備計画を策定します。

また、現在、中学校卒業まで実施している通院医療費の助成を、高校生世代（18歳に到達
する年度末）まで拡大します。

教育面では、国に先駆けて実施している中学校の全学年で少人数学級（３５人学級）を

継続するほか、個別の支援が必要な児童生徒に対し新たな環境で「あすなろ教室」を開設

するとともに、不登校生徒の社会的自立を支えるため、新城中学校内に「ｉルーム」を設

置します。

小中学校の環境づくりでは、９月の運用開始に向け学校給食共同調理場を建設し、安全

でおいしい給食を提供するとともに、小中学校の給食受入室を整備するため、受入室改修

工事等を実施します。また、学校トイレ改修方針に基づき、千郷小学校、鳳来中部小学校、

東陽小学校及び鳳来東小学校のトイレ洋式化工事を実施します。

地域自治区制度では、住民主役、市民自治が根付くまちを目指し、地域自ら地域計画を

継続的に推進していく体制を整え、地域内での合意形成を図ります。

自治基本条例の運用では、様々な世代や性別など多角的な視点から積極的に意見や政策

提案を受けるため、市民まちづくり集会をはじめ、若者議会、女性議会を引き続き開催す

るとともに、令和７年度に開催する公開政策討論会の準備を始めます。

社会福祉では、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援とし

て重層的支援体制を整備するとともに、成年後見制度を支える担い手として市民の役割が

強まることから、市民後見人養成講座を引き続き開催します。

老人福祉では、人生１００年時代を楽しむために、これまで保健事業と介護事業として

それぞれ実施してきた事業を高齢者の健康寿命延伸事業として一体的に実施するなど、高

齢者の健康意識の向上と元気な暮らしを支援します。

多文化共生では、外国人市民も地域の担い手として、誰もが活躍できる多文化共生社会

の実現を目指し、外国人への生活オリエンテーション動画を作成するとともに、ニューキ

ャッスル・アライアンスの枠組みを生かした高校生海外派遣を実施し、交流を図ります。

次に「ちいき」では、目指すべき姿を「快適で潤いのある「ちいき」に暮らしています」

と定め、暮らしの場をつくる取組として、豊かさが実感できる居心地の良い暮らしをつく

ること、それぞれの地域が継承してきた地域資源を最大活用すること、健康維持や医療・
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介護・福祉の向上、防災体制の強化など人生１００年の安全安心をつくることを政策目標

に掲げています。

道路網の整備では、国の地方創生道整備推進交付金や道路メンテナンス事業費補助金な

どを活用し、市道小畑吉川線や市道大海線の道路改良工事及び市道安京仮塚線などの舗装

工事を行うほか、生活道路の改良・舗装、側溝整備、交通安全施設整備なども引き続き行

います。さらに、損傷した長篠橋の詳細調査を行い、今後の修繕方法を検討します。

市民の日常生活を支える公共交通網の整備では、「新城市地域公共交通計画」に基づき、

市民の暮らしを支える重要なインフラとしての役割を果たすため、地域間幹線系統路線及

び接続するＳバス等の運行及び利用促進を図ります。また、本市の公共交通ネットワーク

の主要路線である田口新城線及びその沿線地域の移動手段の確保・維持に向けた再構築に

ついて、北設楽３町村との連携により進めます。

歴史や文化、自然の分野では、大河ドラマ「どうする家康」効果により来館者が増加し

た長篠城址史跡保存館が開館６０周年を迎えることから、歴史講演会や企画展を開催する

とともに、デジタル動画編集を行います。

地域医療では、第１次救急医療体制としての休日診療所、夜間診療所、在宅当番医制の

維持に努めるとともに、訪問看護ステーションやしんしろ助産所についても医療機関との

連携をさらに深めながら、利用の促進と運営の充実を図っていきます。また、新城市民病

院における医師確保や適切な医療の提供などに取り組むとともに、経営健全化と医療の質

の向上にも取り組み、地域の基幹病院として安定的な地域医療の提供を目指します。

防災対策では、防災行政無線の設備機能強化を図るとともに、最新の防災行政無線戸別

受信機に順次更新を進めます。また、公益財団法人Ｂ＆Ｇ財団の助成を受け整備した資機

材等の災害時での円滑な運用を図るため、重機の操作研修や避難所運営研修を実施します。

さらに、緊急浚渫推進事業として、河川氾濫等の原因となる堆積土砂を取り除く浚渫工事

を河川維持管理上必要な２河川で行います。

消防体制の整備では、老朽化した高規格救急自動車及び救急、救助活動等で使用する資

機材の更新を行うほか、はしご自動車のオーバーホールを行います。

地域安全対策では、高齢者を対象とした詐欺被害が増加していることから、固定電話機

に装着する特殊詐欺対策装置等の購入に対する補助制度を継続するとともに、犯罪抑止効

果の高い防犯カメラの設置費用に対しても引き続き補助を行います。
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次に、「まち」では、目指すべき姿を「活力にあふれた「まち」になっています」と定め、

都市機能の整備と産業振興の強化などに向けた取組として、経済活動と市民生活を支える

都市基盤を整えること、自然環境を守ることなどによるゆとりあるまちを形成すること、

農林業を成長産業にすること、地域産業の振興で賑わいを創出すること、交流によるダイ

ナミズムを成長に変えることを政策目標に掲げています。

道路網の整備では、東名高速道路の豊橋新城スマートインターチェンジ（仮称）の早期

供用開始を目指し、豊橋市、中日本高速道路株式会社と協力し、詳細設計や用地取得、物

件補償及びスマートインターチェンジランプ工事などを進めるとともに、当該スマートイ

ンターチェンジを新たな交流・交通の玄関口と位置付け、八名地域周辺の賑わいの創出に

つながる振興策を引き続き検討します。

地球温暖化対策では、温室効果ガス削減を目指した取組として、市内の民間事業者が電

気自動車やプラグインハイブリッド車を購入することに対し、引き続き補助を行います。

また、更新時期を迎えた公用車の１台を電気自動車に更新します。

ごみ処理施設整備事業では、本市と北設地区（設楽町・東栄町・豊根村･長野県根羽村）

における可燃ごみ処理の広域化を推進するため、ごみ処理の現状把握や課題を整理し、ご

み処理施設整備基本構想を策定するとともに、建設候補地の選定を行います。

農業では、高齢化の進展や担い手不足による集落機能の低下や農村の活力低下が危惧さ

れることに加え、鳥獣被害により農業生産活動の継続が困難な状況が続いていますが、収

益性のある施設園芸において市内外の新規就農者を確保するための補助を実施します。ま

た、農業者や農業者団体が行う農業用機械の導入経費に対する支援、農業生産活動の支援

を行う「中山間地域等直接支払事業」、農村環境の保全のための「多面的機能支払交付金事

業」などを継続します。

林業では、森林経営管理制度に基づいた市域の森林整備の推進を目指し、森林現況調査

を開始するとともに、林業従事者定着の支援を引き続き行ないます。木材の利用について

は、市内で、地域材を利用し住宅等を建築した際の補助制度を新たに創設します。公共施

設においては小学校へ木製折りたたみカウンターを順次設置していきます。そのほか、未

来の森を担う子ども達を対象に、年代に合わせて木とふれあう機会を創出する新城木育プ

ロジェクト事業を引き続き実施します。なお、これらの事業については、森林環境譲与税

を活用します。

地域産業の振興では、地域産業の発展を支える人材の確保と求職者への就労を支援する

ため、学生に対して市内企業の認知度を高める「高校生のための企業説明会」の開催や市

内企業を紹介する企業情報誌を制作します。また、新たに起業・創業する方に対し、事業
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立ち上げ時の金銭的負担を軽減するための補助を行います。

観光施策では、長篠・設楽原の戦い４５０年の節目となる令和７年度を見据えた施策展

開を図るため、市内関係団体、事業者、市民と一体となって盛り上げ、交流人口の増加を

目指します。また、地域おこし協力隊制度を活用し、サイクルツーリズムや観光コンテン

ツ開発を実施し、地域振興活動につなげます。

スポーツツーリズムの推進では、本市に潜在する資源と観光の融合を図り、魅力と楽し

さを体験する着地型観光プログラムの開発を行うことに加え、令和８年に開催される「第

２０回アジア競技大会」を見据えた自転車ロードレースのテスト大会の開催や世界ラリー

選手権日本ラウンドの開催地として引き続き取り組みます。

「「ひと」・「ちいき」・「まち」の姿、目標、施策を達成するための行政経営の方針」では、

『第１次新城市総合計画』で取り組んできた「経営資源である財政、組織、人材、情報」

の各ビジョンに沿った目標として、将来に責任を持つ行財政運営を行うこと、市民ニーズ

に即応する挑戦できる組織づくりを行うこと、市民価値を高めることのできる人材の確

保・育成などに取り組むこと、情報技術で「ひと」・「ちいき」・「まち」をつなげることを

掲げ、更なる経営資源の向上を図ることとしています。

財政運営では、将来を見据えた健全で持続可能な財政基盤の強化を図るため、危機対応

の財源としての基金残高の確保と将来負担である市債残高の抑制が重要であります。人口

減少による税収減、老朽化した公共施設等の維持管理費用の増などのリスク要因を自律的

にコントロールするための財政運営上の規律を定め、中期的な視野のもと取り組んでいき

ます。

公共施設マネジメント推進事業では、公共施設等の安全安心の確保や市民に必要なサー

ビスの適切かつ持続可能な形での提供を目標に、既存施設の総量縮減・長寿命化・有効活

用による維持更新費用縮減の一層の推進を図るため、「新城市公共施設等総合管理計画」の

見直しと「新城市公共施設個別施設計画（第二期）」の策定に取り組みます。

元新城東高等学校用地管理事業では、「医療・福祉・健康増進」の分野で活用していく方

針のもと、具体的な土地活用や施設機能を示す基本計画の策定に取り組みます。

人材確保・育成では、より資質の優れた職員を確保できるような試験制度を確立すると

ともに「市民価値を高めることのできる職員」を育成するため、各種の職員研修を実施し

ます。また、行政改革の一環として「放課後児童クラブ」と小中学校の「ハートフルスタ

ッフ」について、職員の雇用管理から業務の運営までを一括して民間企業に委託します。
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自治体ＤＸの推進では、『ＤＸ推進計画』に基づき、市民生活の向上、新たな価値創造、

安全安心な環境整備のための取組の３本の柱を推進するため、インターネットから公共施

設の利用予約や予約状況の確認ができるシステムの導入や市内全てのこども園に登降園管

理や欠席連絡等が行える保育業務支援システムを導入します。

鳳来総合支所周辺整備事業では、昨年５月から新しい鳳来総合支所での業務をスタート

しましたが、旧鳳来総合支所の解体を行うとともに跡地の有効活用について、民間投資を

促す積極的な施策の展開を図ります。

以上、新年度予算を～「持続可能な自治体経営を念頭に、真に市民福祉の向上に重点を

置く令和６年度予算（案）」～とし、各事業の推進に全力を傾注していく所存でございます。

ここにお見えの議員各位をはじめ、市民の皆様には、今後とも深い御理解と御支援を心

からお願い申し上げまして、所信の一端と令和６年度予算大綱とさせていただきます。

ありがとうございました。

10



新 城 市 役 所
総 務 部 財 政 課 財 政 係
TEL　0536-23-7616
FAX　0536-23-2002
Eﾒｰﾙ  zaisei@city.shinshiro.lg.jp

令 和 ６ 年 度 予 算 案 の 概 要

新            城            市

2月13日（火） 午後5時
（テレビ・ラジオ）

2月14日（水） 朝刊
（新聞）

報 道 解 禁

問合せ先



  　　  この概要説明は、予算発表の便に供するため、早急に作成しました

  　　ので、計数その他の点について多少訂正を要する場合もあることをご

  　　了承願います。



令和６年度予算編成について

～「持続可能な自治体経営を念頭に

真に市民福祉の向上に重点を置く令和６年度予算（案）」～

予算編成の基本的認識と方針

我が国においては、昨年、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置付けを２類相当から

５類へと引き下げ、社会正常化への大きな転機を迎えた。一方、円安や原材料費の高騰によるエ

ネルギー・食料価格の高騰など、我が国経済を取り巻く環境は厳しさを増している。

昨年６月１６日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」では、三位一体

の労働市場改革による構造的賃上げの実現と「人への投資」の強化、分厚い中間層の形成を始め、

「官民連携による国内投資拡大とサプライチェーンの強靱化」、「グリーントランスフォーメーシ

ョン（ＧＸ）、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）等の加速」、「インバウンド戦略の展開」

等による「新しい資本主義」の加速に向け、官と民が連携した投資の拡大と経済社会改革の実行

に向けた方針を掲げるとともに、こども・子育て政策の抜本的強化に向けた道筋を示し、多様性

が尊重され全ての人が力を発揮できる包摂的な社会や地域の中小企業の活力を引き出し特色ある

地方創生の実現の方向性を示したところである。

本市においても、エネルギー・食料品等の価格高騰や４年にわたる新型コロナウイルス感染症

等により、市民の日常生活や市内経済に様々な影響が現れている。また、人口減少、高齢化に伴

う生産年齢人口の減少による市税の減収、老朽化した公共施設に係る維持管理費用の増加など、

従来からの課題は継続しており、持続可能な行財政運営を意識し、より踏み込んだ対応策をとる

ことが急務である。

こうした中、本市においては、市のめざす将来像“つながる力 豊かさ開拓 山の湊しんしろ”

の実現に向け、『第２次新城市総合計画』に位置付けられた事業の推進に努めてきたが、令和６年

度は中期基本計画の２年目にあたり事業進捗を進める重要な年であることを認識し、事業の邁進

に努める必要がある。

これらのことを踏まえ、本市の令和６年度予算は、『第２次新城市総合計画中期基本計画』を推

進するため、全職員が部局の枠にとらわれることなく使命感を持って各種施策に取り組み、持続

可能な自治体経営を念頭に、真に市民福祉の向上に重点を置き編成した。

1



具体的には、移住定住の促進、スマートインターチェンジの整備と周辺地域振興策の検討、新

しいごみ処理施設の整備、学校給食共同調理場の建設、地域自治区制度の改善などを重点施策と

して位置付け、様々な事業展開を図っていくこととしている。

移住定住の促進では、移住定住の３本柱を①発信する（Ｏｕｔｒｅａｃｈ）②確保する（Ｓｅ

ｃｕｒｅ）③調査する（Ｉｎｖｅｓｔｉｇａｔｅ）と定め、その頭文字から移住定住ＯＳＩ事業

として３つの柱を総合的に実施し、移住定住者を増やすことで地域コミュニティの維持と人口減

少の抑制に努めるとともに、インスタグラム等のＳＮＳを活用して、本市の魅力発信に努める。

スマートインターチェンジ整備と地域振興策の検討では、東名高速道路の豊橋新城スマートイ

ンターチェンジ（仮称）の早期供用開始に向け、共同事業者である豊橋市、中日本高速道路株式

会社とともに詳細設計や用地取得、物件補償、スマートインターチェンジランプ工事等を実施す

る。また、スマートインターチェンジを新たな交流・交通の玄関口と位置付け、八名地域周辺の

賑わいの創出につながる振興策を引き続き検討する。

ごみ処理施設整備事業では、新城市と北設地区（設楽町・東栄町・豊根村･長野県根羽村）にお

ける、ごみ処理施設整備基本構想を策定するとともに、建設候補地の選定を行う。

学校給食施設改築事業では、本年９月の運用開始に向け、共同調理場本体工事を進めるととも

に、各小中学校における給食受入室の改修工事等を行う。

地域自治区制度では、制度導入から１２年目を迎え、各地域自治区において地域計画推進体制

について検討が進められたことにより、地域が主体性をもって活動し、地域計画に沿った地域づ

くりの推進がしやすくなるよう制度の改善を図る。

以上のように、令和６年度予算案は、市議会からの政策執行及び予算編成に関する要望、各地

域自治区からの建議など様々な市民の声を受け止めるとともに、市長マニフェストに基づく事業、

市民生活の福祉向上につながる事業などを優先的に盛り込んだものである。

なお、今後も、人口減少による税収減や老朽化した公共施設の維持管理に係る財政負担の増大

などのリスク要因が存在するため、これらを自律的にコントロールし、市民サービスを低下させ

ることなく『第２次新城市総合計画』に位置付けた諸事業を推進する必要がある。そのため、危

機対応の財源としての基金残高の確保や将来負担である市債残高の抑制を図り、堅実で持続可能

な財政構造へと転換を図っていくこととする。
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１ 令和６年度予算編成の基本方針

① 歳入歳出の全てを見込んだ年間総計予算とする。

② 国のグリーントランスフォーメーション（ＧＸ）、デジタルトランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）への投資の動向を注視し、国の取組と歩調を合わせた脱炭素化、デジタル化の推進を図

る予算とする。

③ 「新城市中期財政計画」に基づき、実効性を伴った具体的な財政運営の基準を遵守する取

組を進める。

④ 『第２次新城市総合計画中期基本計画（令和５～８年度）』を着実に推進する予算とする。

⑤ 持続可能なしんしろ創生を実現するため、ＳＤＧｓの理念、１７の目標等の視点を採り入

れた予算とする。

２ 令和６年度予算の概要

令和６年度予算案の規模は、次のとおりである。

一般会計 ２５２億７，０００万円

特別会計 ６６億１，４３３万４千円

企業会計 ９８億３，３６５万円

予算総計 ４１７億１，７９８万４千円

（１）一般会計

① 歳入

（ア）市税

市税全体では、地方財政計画や前年度決算見込みを参考にしつつ、直近の経済状況や企

業収益の動向などを踏まえるとともに、国の定額減税を反映し前年度比０．3％増の
７１億７，４００万円を計上した。

市民税の個人については定額減税を反映し、前年度比７．０％減の２０億３，７３５万

４千円、法人については、前年度比２０．２％増の５億５，５３９万７千円とした。

固定資産税については、地価の下落や新規設備投資の状況等から、前年度比１．５％増

の３８億２，０７１万１千円とした。

軽自動車税については、前年度比２．２％増の１億８，８８３万１千円を計上した。

（イ）地方譲与税

地方財政計画、前年度決算見込みなどを参考にして、前年度比１１．９％増の

４億１，８００万円を計上した。
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（ウ）地方消費税交付金

地方財政計画、前年度決算見込みなどを参考にして、前年度比１．６％減の１２億

２，０００万円を計上した。

（エ）地方特例交付金

地方財政計画、税制改正などを参考にするとともに、国の定額減税による減収分が特例

交付金として補填されるため、前年度から１億９，２００万円増の２億３，０００万円を

計上した。

（オ）地方交付税

地方財政計画、前年度決算見込みなどを参考に基準財政収入額と基準財政需要額に用い

られる数値の増減を見込み、前年度比０．８％増の６４億円を計上した。

なお、普通交付税については、地方財政計画で示された会計年度任用職員に係る給与改

定及び勤勉手当支給への対応、臨時財政対策債の抑制による公債費の減なども見込んで算

定した。

（カ）国庫支出金

道路改良工事に係る地方創生道整備推進交付金や重層的支援体制構築のための重層的

支援体制整備事業交付金の増、学校給食共同調理場に係る学校施設環境改善交付金の減な

どにより、前年度比８．５％増の２２億６，４４９万２千円を計上した。

（キ）県支出金

昨年の災害への対応として林業施設災害復旧事業補助金や重層的支援体制整備事業交

付金などの増により、前年度比９．２％増の１５億８，３９６万７千円を計上した。

（ク）繰入金

鳳来総合支所周辺整備事業の財源として公共施設管理基金から１億２，５９２万８千円、

公債費の財源として減債基金から２億５，０００万円を繰り入れるほか、財源調整として

財政調整基金から８億円を計上した。なお、繰入金全体では、前年度比５４．３％増の

１３億４，６８７万４千円の計上となった。

（ケ）市債

学校給食共同調理場、クリーンセンター整備事業の財源として、合併特例債をはじめと

した市債の活用を予定しているほか、地方交付税の不足分を国と地方が折半して負担する
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臨時財政対策債を６，０００万円計上した。

市債全体では、前年度比４０．５％減の１８億９，８６０万円を計上し、歳入における

依存度は前年度比５．１ポイント減の７．５％となった。なお、予算に計上した市債は、

元利償還金の全部又は一部が地方交付税の算定に算入されるものとなっている。

また、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、前年度比６．１ポイント増のプラ

ス４．８％を見込んでいる。
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② 歳出

令和６年度は、『第２次新城市総合計画中期基本計画』の２年目にあたり事業進捗を進め

る重要な年である。中期基本計画に位置付けられた各種事業の着実な実施を図るとともに、

市議会常任委員会や各種団体からの要望についても可能な限り予算に反映した。

『第２次新城市総合計画』では、将来の都市像を「つながる力 豊かさ開拓 山の湊しん

しろ」としており、その実現のため「ひと」・「ちいき」・「まち」の目指す姿を定め、分

野別の政策と施策を設定している。

以下、令和６年度に予定している主な事業を『第２次新城市総合計画』の施策体系別に列

挙する。

【個性輝く多様な「ひと」が活躍しています】

「ひと」の姿では、人材の育成と確保、活躍促進に向けた取組として、子育ての安全安心を

守ること、子どもたちの能力と個性を活かす力を育てること、市民の学びの場、憩いの場、自

己投資の機会をつくること、立場や世代を越えて認め合い、支え合う人をつなげることを政策

目標に掲げている。

子ども・子育ての分野では、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへの包括的な相談支援等を

行う「こども家庭センター」を設置し、様々な支援をつなぐマネジメントを実施するとともに、

令和４年度から検討を進めてきたこども園再編・整備計画を策定する。また、現在、中学校卒

業まで実施している通院医療費の助成を、高校生世代（18歳に到達する年度末）まで拡大す
る。

教育面では、国に先駆けて実施している中学校の全学年で少人数学級（３５人学級）を継続

するほか、個別の支援が必要な児童生徒に対し新たな環境で「あすなろ教室」を開設するとと

もに、不登校生徒の社会的自立を支えるため、新城中学校内に「ｉルーム」を設置する。

小中学校の環境づくりでは、９月の運用開始に向け学校給食共同調理場を建設し、安全でお

いしい給食を提供するとともに、小中学校の給食受入室を整備するため、受入室改修工事等を

実施する。また、学校トイレ改修方針に基づき、千郷小学校、鳳来中部小学校、東陽小学校及

び鳳来東小学校のトイレ洋式化工事を実施する。

地域自治区制度では、住民主役、市民自治が根付くまちを目指し、地域自ら地域計画を継続

的に推進していく体制を整え、地域内での合意形成を図る。

自治基本条例の運用では、様々な世代や性別など多角的な視点から積極的に意見や政策提案

を受けるため、市民まちづくり集会をはじめ、若者議会、女性議会を引き続き開催するととも

に、令和７年度に開催する公開政策討論会の準備を始める。

社会福祉では、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援として重

6



層的支援体制を整備するとともに、成年後見制度を支える担い手として市民の役割が強まるこ

とから、市民後見人養成講座を引き続き開催する。

老人福祉では、人生１００年時代を楽しむために、これまで保健事業と介護事業としてそれ

ぞれ実施してきた事業を高齢者の健康寿命延伸事業として一体的に実施するなど、高齢者の健

康意識の向上と元気な暮らしを支援する。

多文化共生では、外国人市民も地域の担い手として、誰もが活躍できる多文化共生社会の実

現を目指し、外国人への生活オリエンテーション動画を作成するとともに、ニューキャッス

ル・アライアンスの枠組みを生かした高校生海外派遣を実施し、交流を図る。

【快適で潤いのある「ちいき」に暮らしています】

「ちいき」の姿では、暮らしの場をつくる取組として、豊かさが実感できる居心地の良い暮

らしをつくること、それぞれの地域が継承してきた地域資源を最大活用すること、健康維持や

医療・介護・福祉の向上、防災体制の強化など人生１００年の安全安心をつくることを政策目

標に掲げている。

道路網の整備では、国の地方創生道整備推進交付金や道路メンテナンス事業費補助金などを

活用し、市道小畑吉川線や市道大海線の道路改良工事及び市道安京仮塚線などの舗装工事を行

うほか、生活道路の改良・舗装、側溝整備、交通安全施設整備なども引き続き行う。さらに、

損傷した長篠橋の詳細調査を行い、今後の修繕方法を検討する。

市民の日常生活を支える公共交通網の整備では、「新城市地域公共交通計画」に基づき、市

民の暮らしを支える重要なインフラとしての役割を果たすため、地域間幹線系統路線及び接続

するＳバス等の運行及び利用促進を図る。また、本市の公共交通ネットワークの主要路線であ

る田口新城線及びその沿線地域の移動手段の確保・維持に向けた再構築について、北設楽３町

村との連携により進める。

歴史や文化、自然の分野では、大河ドラマ「どうする家康」効果により来館者が増加した長

篠城址史跡保存館が開館６０周年を迎えることから、歴史講演会や企画展を開催するとともに、

デジタル動画編集を行う。

地域医療では、第１次救急医療体制としての休日診療所、夜間診療所、在宅当番医制の維持

に努めるとともに、訪問看護ステーションやしんしろ助産所についても医療機関との連携をさ

らに深めながら、利用の促進と運営の充実を図っていく。また、新城市民病院における医師確

保や適切な医療の提供などに取り組むとともに、経営健全化と医療の質の向上にも取り組み、

地域の基幹病院として安定的な地域医療の提供を目指す。

防災対策では、防災行政無線の設備機能強化を図るとともに、最新の防災行政無線戸別受信

機に順次更新を進める。また、公益財団法人Ｂ＆Ｇ財団の助成を受け整備した資機材等の災害
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時での円滑な運用を図るため、重機の操作研修や避難所運営研修を実施する。さらに、緊急浚

渫推進事業として、河川氾濫等の原因となる堆積土砂を取り除く浚渫工事を河川維持管理上必

要な２河川で行う。

消防体制の整備では、老朽化した高規格救急自動車及び救急、救助活動等で使用する資機材

の更新を行うほか、はしご自動車のオーバーホールを行う。

地域安全対策では、高齢者を対象とした詐欺被害が増加していることから、固定電話機に装

着する特殊詐欺対策装置等の購入に対する補助制度を継続するとともに、犯罪抑止効果の高い

防犯カメラの設置費用に対しても引き続き補助を行う。

【活力にあふれた「まち」になっています】

「まち」の姿では、都市機能の整備と産業振興の強化などに向けた取組として、経済活動と

市民生活を支える都市基盤を整えること、自然環境を守ることなどによるゆとりあるまちを形

成すること、農林業を成長産業にすること、地域産業の振興で賑わいを創出すること、交流に

よるダイナミズムを成長に変えることを政策目標に掲げている。

道路網の整備では、東名高速道路の豊橋新城スマートインターチェンジ（仮称）の早期供用

開始を目指し、豊橋市、中日本高速道路株式会社と協力し、詳細設計や用地取得、物件補償及

びスマートインターチェンジランプ工事などを進めるとともに、当該スマートインターチェン

ジを新たな交流・交通の玄関口と位置付け、八名地域周辺の賑わいの創出につながる振興策を

引き続き検討する。

地球温暖化対策では、温室効果ガス削減を目指した取組みとして、市内の民間事業者が電気

自動車やプラグインハイブリッド車を購入することに対し、引き続き補助を行う。また、更新

時期を迎えた公用車の１台を電気自動車に更新する。

ごみ処理施設整備事業では、本市と北設地区（設楽町・東栄町・豊根村･長野県根羽村）に

おける可燃ごみ処理の広域化を推進するため、ごみ処理の現状把握や課題を整理し、ごみ処理

施設整備基本構想を策定するとともに、建設候補地の選定を行う。

農業では、高齢化の進展や担い手不足による集落機能の低下や農村の活力低下が危惧される

ことに加え、鳥獣被害により農業生産活動の継続が困難な状況が続いているが、収益性のある

施設園芸において市内外の新規就農者を確保するための補助を実施する。また、農業者や農業

者団体が行う農業用機械の導入経費に対する支援、農業生産活動の支援を行う「中山間地域等

直接支払事業」、農村環境の保全のための「多面的機能支払交付金事業」などを継続する。

林業では、森林経営管理制度に基づいた市域の森林整備の推進を目指し、森林現況調査を開

始するとともに、林業従事者定着の支援を引き続き行なう。木材の利用については、市内で、

地域材を利用し住宅等を建築した際の補助制度を新たに創設する。公共施設においては小学校
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へ木製折りたたみカウンターを順次設置する。そのほか、未来の森を担う子ども達を対象に、

年代に合わせて木とふれあう機会を創出する新城木育プロジェクト事業を引き続き実施する。

なお、これらの事業については、森林環境譲与税を活用する。

地域産業の振興では、地域産業の発展を支える人材の確保と求職者への就労を支援するため、

学生に対して市内企業の認知度を高める「高校生のための企業説明会」の開催や市内企業を紹

介する企業情報誌を制作する。また、新たに起業・創業する方に対し、事業立ち上げ時の金銭

的負担を軽減するための補助を行う。

観光施策では、長篠・設楽原の戦い４５０年の節目となる令和７年度を見据えた施策展開を

図るため、市内関係団体、事業者、市民と一体となって盛り上げ、交流人口の増加を目指す。

また、地域おこし協力隊制度を活用し、サイクルツーリズムや観光コンテンツ開発を実施し、

地域振興活動につなげる。

スポーツツーリズムの推進では、本市に潜在する資源と観光の融合を図り、魅力と楽しさを

体験する着地型観光プログラムの開発を行うことに加え、令和８年に開催される「第２０回ア

ジア競技大会」を見据えた自転車ロードレースのテスト大会の開催や世界ラリー選手権日本ラ

ウンドの開催地として引き続き取り組む。

【「ひと」・「ちいき」・「まち」の姿、目標、施策を達成するための行政経営の方針】

『第２次新城市総合計画』では、『第１次新城市総合計画』で取り組んできた「経営資源で

ある財政、組織、人材、情報」の各ビジョンに沿った目標として、将来に責任を持つ行財政運

営を行うこと、市民ニーズに即応する挑戦できる組織づくりを行うこと、市民価値を高めるこ

とのできる人材の確保・育成などに取り組むこと、情報技術で「ひと」・「ちいき」・「まち」を

つなげることを掲げ、更なる経営資源の磨き上げを図ることとしている。

財政運営では、将来を見据えた健全で持続可能な財政基盤の強化を図るため、危機対応の財

源としての基金残高の確保と将来負担である市債残高の抑制が重要である。人口減少による税

収減、老朽化した公共施設等の維持管理費用の増などのリスク要因を自律的にコントロールす

るための財政運営上の規律を定め、中期的な視野のもと取り組んでいく。

公共施設マネジメント推進事業では、公共施設等の安全安心の確保や市民に必要なサービス

の適切かつ持続可能な形での提供を目標に、既存施設の総量縮減・長寿命化・有効活用による

維持更新費用縮減の一層の推進を図るため、「新城市公共施設等総合管理計画」の見直しと「新

城市公共施設個別施設計画（第二期）」の策定に取り組む。

元新城東高等学校用地管理事業では、「医療・福祉・健康増進」の分野で活用していく方針

のもと、具体的な土地活用や施設機能を示す基本計画の策定に取り組む。

人材確保・育成では、より資質の優れた職員を確保できるような試験制度を確立するととも
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に「市民価値を高めることのできる職員」を育成するため、各種の職員研修を実施する。また、

行政改革の一環として「放課後児童クラブ」と小中学校の「ハートフルスタッフ」について、

職員の雇用管理から業務の運営までを一括して民間企業に委託する。

自治体ＤＸの推進では、『ＤＸ推進計画』に基づき、市民生活の向上、新たな価値創造、安

全安心な環境整備のための取組の３本の柱を推進するため、インターネットから公共施設の利

用予約や予約状況の確認ができるシステムの導入や市内全てのこども園に登降園管理や欠席

連絡等が行える保育業務支援システムを導入する。

鳳来総合支所周辺整備事業では、昨年５月から新しい鳳来総合支所での業務をスタートした

が、旧鳳来総合支所の解体を行うとともに跡地の有効活用について、民間投資を促す積極的な

施策の展開を図る。

（２）特別会計

１９特別会計（うち財産区１５を含む。）の予算総額は、前年度比５．１％増の６６億

１，４３３万４千円である。

① 国民健康保険事業特別会計

予算総額は、４６億２，１２０万円で前年度比３．４％の増とした。

国民健康保険法に基づき、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給

付を行う。

保険給付費の増加に伴い、愛知県に納める一人当たりの国民健康保険事業費納付金の増

加が見込まれるため、一人当たりの保険税額を平均５．２％（５，１４３円）引き上げを

予定する。

そのほか、国保事業の適正かつ安定的な運営と被保険者の健康増進のため、引き続き医

療費の適正化と保健事業の推進に努めていく。

② 後期高齢者医療特別会計

予算総額は、１７億１，２２０万円で前年度比１３．４％の増とした。

愛知県後期高齢者医療広域連合が運営する制度のうち、各種届出・申請の受付、被保険

者証更新、保険料の徴収納付、後期高齢者医療保健事業の実施、過誤納保険料の還付など

を行う。
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③ 国民健康保険診療所特別会計

予算総額は、１億１，９８０万円で前年度比１９．４％の減とした。

作手地区唯一の診療所として、外来診療、在宅支援、健診、予防接種の提供を行うとと

もに、新城市民病院などの関係機関と連携し、地域で暮らす人々が安心して暮らすための

医療水準確保に取り組んでいく。

④ 宅地造成事業特別会計

予算総額は、３，４９０万円で前年度比３．６％の減とした。

新城地区においてサンヒル新城、作手地区においてタイコヤシキと長者平団地の維持管

理を行う。

サンヒル新城（１区画）と長者平団地（１６区画）の販売促進に取り組む。

⑤ 財産区特別会計

１５財産区特別会計の予算総額は、１億２，６２３万４千円で前年度比４．１％の減と

し、引き続き各財産区財産の適正な管理を行っていく。

（３）企業会計

４企業会計の予算総額（収益的支出予定額と資本的支出予定額の合算額）は、前年度比

３．８％増の９８億３，３６５万円である。

① 病院事業会計

予算総額は、５０億４，８０７万７千円で前年度比１．３％の増とした。

年間患者数は、外来６４，１５２人（前年度比１．１％増）、入院３４，３１０人

（前年度比３．０％増）を見込んでいる。

前年度に新型コロナウイルスが５類へと移行したが、引き続き感染症対策・対応に努め

る。また、地域の基幹病院として、医療の質向上や医療体制の維持、充実を図るためには、

医師、看護師などの医療スタッフの招へいが重要であることから、引き続き関係医療機関

等への医師派遣依頼、民間医師紹介業の活用、薬剤師及び看護師等修学資金の貸与などに

努めるとともに、透析センター供給装置等の医療機器や非常放送設備の更新等を行う。

② 水道事業会計

予算総額は、２８億７０６万１千円で前年度比５．０％の増とした。

給水件数は１９，２５５件、年間総給水量は４８８万６，８４７立方メートル
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（自己水６４．７％、愛知県営水道受水３５.３％）を見込んでいる。
令和６年度は、８月から料金改定を予定するとともに、鳳来地内で水道施設耐震化事業

を施工するほか、杉山・豊栄・富永地内で下水道関連配水管布設替工事などを行う。

③ 工業用水道事業会計

予算総額は、１，５２３万８千円で前年度比６．６％の増とした。

給水件数は５件、年間給水量は３１万２５０立方メートル（自己水１００％）を見込ん

でいる。

④ 下水道事業会計

予算総額は、１９億６，３２７万４千円で前年度比９．１％の増とした。

水洗化人口は１９，２６２人、年間総排水量は２５６万１，４３０立方メートルを見込

んでいる。

令和６年度は、杉山・豊栄・富永地区の公共下水道汚水管渠布設工事を施工するほか、

八名井地内で農業集落排水管路施設改築工事などを行う。
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令 和 ６ 年 度 予 算 の 規 模

１．総    額

(千円) (千円)

２．一 般 会 計 (歳入)　

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度 差       引

区　　　　　分 構成比 構成比 増減率

(%) (%)

1 市 税 28.4 28.1

2 地 方 譲 与 税 1.7 1.5

3 利 子 割 交 付 金 0.0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 0.2 0.2

5 株式等譲渡所得割交付金 0.1 0.1

6 法 人 事 業 税 交 付 金 0.5 0.5

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4.8 4.9

8 ゴルフ場利用税交付金 0.3 0.3

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.0 0.0

10 環 境 性 能 割 交 付 金 0.3 0.3

11 地 方 特 例 交 付 金 0.9 0.1

12 地 方 交 付 税 25.3 24.9

13 交通安全対策特別交付金 0.0 0.0

14 分 担 金 及 び 負 担 金 2.1 2.0

15 使 用 料 及 び 手 数 料 1.5 1.5

16 国 庫 支 出 金 9.0 8.2

17 県 支 出 金 6.3 5.7

18 財 産 収 入 0.3 0.4

19 寄 附 金 0.2 0.1

20 繰 入 金 5.3 3.4

21 繰 越 金 1.2 1.2

22 諸 収 入 4.1 4.0

23 市 債 7.5 12.6

0.2 0.6

歳 入 合 計 100.0 100.0

区　　　　　分 令和 ６ 年度 令和 ５ 年度 差　引　額 伸　率

(千円) (%)

一　　般　　会　　計 25,270,000 25,398,000 △ 128,000 △ 0.5

特　　別　　会　　計 6,614,334 6,295,684 318,650 5.1

企　　業　　会　　計 9,833,650 9,472,761 360,889 3.8

総　　　　　　　　計 41,717,984 41,166,445 551,539 1.3

予 算 額 予 算 額 金  額

(千円) (千円) (千円) (%)

7,174,000 7,154,000 20,000 0.3

418,000 373,570 44,430 11.9

2,000 2,000 0 0.0

44,000 44,000 0 0.0

24,000 32,000 △ 8,000 △ 25.0

134,000 124,000 10,000 8.1

1,220,000 1,240,000 △ 20,000 △ 1.6

64,000 64,000 0 0.0

1 1 0 0.0

82,000 65,000 17,000 26.2

230,000 38,000 192,000 505.3

6,400,000 6,350,000 50,000 0.8

8,000 8,000 0 0.0

520,995 500,733 20,262 4.0

388,095 375,249 12,846 3.4

2,264,492 2,087,182 177,310 8.5

1,583,967 1,450,830 133,137 9.2

84,437 90,445 △ 6,008 △ 6.6

48,251 30,205 18,046 59.7

1,346,874 872,639 474,235 54.3

300,000 300,000 0 0.0

1,034,288 1,007,446 26,842 2.7

1,898,600 3,188,700 △ 1,290,100 △ 40.5

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 60,000 150,000 △ 90,000 △ 60.0

25,270,000 25,398,000 △ 128,000 △ 0.5
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３．一 般 会 計 (歳出)

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度 差       引

区        分 構成比 構成比 増減率

(%) (%)

1 議 会 費 0.8 0.8

2 総 務 費 11.9 10.5

3 民 生 費 28.9 27.6

4 衛 生 費 12.3 12.1

5 労 働 費 0.3 0.3

6 農 林 水 産 業 費 4.7 4.5

7 商 工 費 2.6 3.0

8 土 木 費 6.5 6.1

9 消 防 費 6.7 5.9

10 教 育 費 12.5 17.4

11 災 害 復 旧 費 0.9 0.2

12 公 債 費 11.7 11.4

13 予 備 費 0.2 0.2

歳　出　合　計 100.0 100.0

４．特 別 会 計

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度 差       引

構成比 構成比 増減率
(%) (%)

69.9 70.9

25.9 24.0

1.8 2.4

0.5 0.6

1.9 2.1

100.0 100.0

５．企 業 会 計

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度 差       引

構成比 構成比 増減率

(%) (%)

51.3 52.6

28.5 28.2

0.2 0.2

20.0 19.0

100.0 100.0

予 算 額 予 算 額 金  額

(千円) (千円) (千円) (%)

199,156 200,129 △ 973 △ 0.5

2,998,322 2,672,872 325,450 12.2

7,292,054 6,996,854 295,200 4.2

3,096,162 3,083,647 12,515 0.4

68,034 84,388 △ 16,354 △ 19.4

1,188,754 1,148,159 40,595 3.5

655,540 753,023 △ 97,483 △ 12.9

1,652,203 1,554,930 97,273 6.3

1,696,763 1,510,916 185,847 12.3

3,168,909 4,390,312 △ 1,221,403 △ 27.8

240,296 45,684 194,612 426.0

2,963,807 2,907,086 56,721 2.0

50,000 50,000 0 0.0

25,270,000 25,398,000 △ 128,000 △ 0.5

区        分 予 算 額 予 算 額 金  額
(千円) (千円) (千円) (%)

国 民 健 康 保 険 事 業 4,621,200 4,469,300 151,900 3.4

後 期 高 齢 者 医 療 1,712,200 1,509,800 202,400 13.4

国民健康保険診療所 119,800 148,700 △ 28,900 △ 19.4

宅 地 造 成 事 業 34,900 36,200 △ 1,300 △ 3.6

財 産 区 126,234 131,684 △ 5,450 △ 4.1

計 6,614,334 6,295,684 318,650 5.1

区        分 予 算 額 予 算 額 金  額

(千円) (千円) (千円) (%)

病 院 事 業 5,048,077 4,985,353 62,724 1.3

水 道 事 業 2,807,061 2,673,713 133,348 5.0

工 業 用 水 道 事 業 15,238 14,288 950 6.6

下 水 道 事 業 1,963,274 1,799,407 163,867 9.1

計 9,833,650 9,472,761 360,889 3.8
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６．一般会計財源調書

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度 差       引

区        分 予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 金  額 増減率

(千円) (%) (千円) (%) (千円) (%)

市 税 7,174,000 28.4 7,154,000 28.1 20,000 0.3

分担金･負担金･寄附金 569,246 2.3 530,938 2.1 38,308 7.2

使 用 料 ・ 手 数 料 388,095 1.5 375,249 1.5 12,846 3.4

財 産 収 入 84,437 0.3 90,445 0.4 △ 6,008 △ 6.6

繰 入 金 1,346,874 5.3 872,639 3.4 474,235 54.3

(うち財政調整基金取崩) 800,000 3.2 410,000 1.6 390,000 95.1

繰 越 金 300,000 1.2 300,000 1.2 0 0.0

諸 収 入 1,034,288 4.1 1,007,446 4.0 26,842 2.7

計 10,896,940 43.1 10,330,717 40.7 566,223 5.5

地 方 譲 与 税 418,000 1.7 373,570 1.5 44,430 11.9

利 子 割 交 付 金 2,000 0.0 2,000 0.0 0 0.0

配 当 割 交 付 金 44,000 0.2 44,000 0.2 0 0.0

株式等譲渡所得割交付金 24,000 0.1 32,000 0.1 △ 8,000 △ 25.0

法 人 事 業 税 交 付 金 134,000 0.5 124,000 0.5 10,000 8.1

地 方 消 費 税 交 付 金 1,220,000 4.8 1,240,000 4.9 △ 20,000 △ 1.6

ゴルフ場利用税交付金 64,000 0.3 64,000 0.2 0 0.0

自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

環 境 性 能 割 交 付 金 82,000 0.3 65,000 0.3 17,000 26.2

地 方 特 例 交 付 金 230,000 0.9 38,000 0.1 192,000 505.3

地 方 交 付 税 6,400,000 25.4 6,350,000 25.0 50,000 0.8

交通安全対策特別交付金 8,000 0.0 8,000 0.0 0 0.0

国 ・ 県 支 出 金 3,848,459 15.2 3,538,012 13.9 310,447 8.8

市 債 1,898,600 7.5 3,188,700 12.6 △ 1,290,100 △ 40.5

計 14,373,060 56.9 15,067,283 59.3 △ 694,223 △ 4.6

合　　　　　計 25,270,000 100.0 25,398,000 100.0 △ 128,000 △ 0.5

一 般 財 源 16,886,165 66.8 16,886,165 66.5 0 0.0

特 定 財 源 8,383,835 33.2 8,511,835 33.5 △ 128,000 △ 1.5

７．一般会計性質別調書

令和 ６ 年度 令和 ５ 年度 差       引

区        分 予 算 額 構成比 予 算 額 構成比 金  額 増減率

(千円) (%) (千円) (%) (千円) (%)

人 件 費 5,940,219 23.5 5,872,544 23.1 67,675 1.2

扶 助 費 3,168,338 12.5 3,011,906 11.9 156,432 5.2

公 債 費 2,963,807 11.7 2,907,086 11.4 56,721 2.0

計 12,072,364 47.7 11,791,536 46.4 280,828 2.4

普 通 建 設 事 業 費 3,174,230 12.6 4,211,546 16.6 △ 1,037,316 △ 24.6

補 助 事 業 費 1,399,866 5.5 2,739,964 10.8 △ 1,340,098 △ 48.9

単 独 事 業 費 1,766,014 7.0 1,464,552 5.8 301,462 20.6

受 託 ・ 県 営 8,350 0.0 7,030 0.0 1,320 18.8

災 害 復 旧 事 業 費 238,982 1.0 44,963 0.2 194,019 431.5

計 3,413,212 13.6 4,256,509 16.8 △ 843,297 △ 19.8

物 件 費 4,599,962 18.2 4,210,544 16.6 389,418 9.2

維 持 補 修 費 96,333 0.4 86,635 0.3 9,698 11.2

補 助 費 等 3,258,578 12.9 3,240,631 12.8 17,947 0.6

繰 出 金 1,160,915 4.6 1,093,247 4.3 67,668 6.2

貸 付 金 183,492 0.7 257,708 1.0 △ 74,216 △ 28.8

そ の 他 485,144 1.9 461,190 1.8 23,954 5.2

計 9,784,424 38.7 9,349,955 36.8 434,469 4.6

歳　出　合　計 25,270,000 100.0 25,398,000 100.0 △ 128,000 △ 0.5

内
訳

義
務
的
経
費

投
資
的
経
費

自

主

財

源

依

存

財

源

そ
の
他
の
経
費
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（単位：千円）

金 額

1 市税 7,174,000 市民税 2,592,751 

個人 2,037,354 

法人 555,397 

固定資産税 3,820,711 

固定資産税 3,796,378 

国有資産等所在市町村交付金 24,333 

軽自動車税 188,831 

市たばこ税 289,135 

入湯税 15,167 

都市計画税 267,405 

2 地方譲与税 418,000 地方揮発油譲与税 62,000 

自動車重量譲与税 192,000 

森林環境譲与税 164,000 

3 利子割交付金 2,000 

4 配当割交付金 44,000 

5 株式等譲渡所得割交付金 24,000 

6 法人事業税交付金 134,000 

7 地方消費税交付金 1,220,000 

8 ゴルフ場利用税交付金 64,000 

9 自動車取得税交付金 1 

10 環境性能割交付金 82,000 

11 地方特例交付金 230,000 地方特例交付金 230,000 

12 地方交付税 6,400,000 

13 交通安全対策特別交付金 8,000 

14 分担金及び負担金 520,995 分担金 4,487 

県営農地環境整備事業分担金 3,450 

農地農業用施設災害復旧事業分担金 440 

山村振興営農環境整備事業分担金 376 

負担金 516,508 

広域消防事務費負担金 490,046 

保育所保育料 22,024 

ごみ処理施設整備基本構想策定業務負担金 2,769 

15 使用料及び手数料 388,095 使用料 287,240 

市営住宅使用料 73,227 

訪問看護医療保険収入 32,772 

訪問看護介護保険収入 25,944 

湯谷温泉源使用料 24,990 

鳳来寺山パークウェイ駐車場使用料 20,233 

休日診療所診療報酬 17,037 

文化会館使用料 15,318 

手数料 100,855 

可燃性一般廃棄物処理手数料 27,370 

浄化槽汚泥処理手数料 24,048 

汲取手数料 19,447 

16 国庫支出金 2,264,492 国庫負担金 1,480,894 

障害福祉サービス推進事業費負担金 625,727 

児童手当負担金 399,526 

生活扶助費等負担金 110,716 

公共土木施設災害復旧事業費負担金 82,814 

障害児施設措置費（給付費等）負担金 71,335 

医療扶助費等負担金 63,247 

国民健康保険基盤安定等負担金 35,443 

児童扶養手当給付費負担金 31,649 

子どものための教育・保育給付費負担金 29,493 

特別障害者手当等給付費負担金 12,127 

令和６年度一般会計予算の主な歳入

歳 入 の 区 分 主 な 歳 入 内 容
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（単位：千円）

金 額

令和６年度一般会計予算の主な歳入

歳 入 の 区 分 主 な 歳 入 内 容

国庫補助金 774,972 

地方創生道整備推進交付金 205,000 

社会資本整備総合交付金（狭あい道路整備等促進事業） 63,650 

道路メンテナンス事業費補助金 60,500 

学校施設環境改善交付金 55,605 

システム標準化改修補助金 52,066 

重層的支援体制整備事業交付金 51,929 

社会資本整備総合交付金 45,100 

学校施設環境改善交付金（共同調理場） 33,630 

地域生活支援事業等補助金 32,235 

美しい森林づくり整備基盤交付金 22,985 

国庫委託金 8,626 

国民年金事務委託金 6,884 

ひ門管理委託金 900 

17 県支出金 1,583,967 県負担金 701,471 

障害福祉サービス推進事業費負担金 312,862 

後期高齢者医療保険基盤安定等負担金 124,452 

国民健康保険基盤安定等負担金 105,971 

児童手当負担金 91,217 

県補助金 691,226 

林業施設災害復旧事業補助金 82,371 

後期高齢者福祉医療費給付費補助金 55,096 

中山間地域等直接支払交付金 54,464 

小規模林道事業補助金 47,550 

農業人材力強化総合支援事業費補助金 45,056 

障害者医療費補助金 36,943 

道整備交付金事業補助金 32,230 

山間地営農等振興事業補助金 30,677 

鳥獣被害防止総合対策事業費補助金 29,506 

子ども医療費補助金 28,659 

道路整備事業費補助金 26,000 

多面的機能支払交付金 25,848 

地域子ども・子育て支援事業費補助金 20,596 

重層的支援体制整備事業交付金 18,604 

地域生活支援事業費等補助金 16,113 

あいち型産地パワーアップ事業補助金 14,020 

県委託金 185,773 

あいち森と緑づくり事業委託金 101,364 

県民税徴収取扱費委託金 76,489 

東海自然歩道管理委託金 3,396 

県交付金 5,497 

電源立地地域対策交付金 4,400 

18 財産収入 84,437 財産運用収入 33,291 

土地・建物賃貸料 26,208 

みんなのまちづくり基金利子 2,176 

行政財産貸付収入 1,259 

財産売払収入 51,146 

土地・立木売払代金 49,102 

不用物品売払代金 2,044 

19 寄附金 48,251 寄附金 48,251 

しんしろ山の湊ふるさと寄附金 48,000 

20 繰入金 1,346,874 基金繰入金 1,345,780 

財政調整基金繰入金 800,000 

減債基金繰入金 250,000 

公共施設管理基金繰入金 125,928 

みんなのまちづくり基金繰入金 91,341 

新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金 38,336 

交通安全施策推進基金繰入金 13,532 

新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金繰入金 10,652 

財産区繰入金（千郷財産区はじめ１５財産区） 1,094 

富岡財産区繰入金 410 

一鍬田財産区繰入金 210 
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（単位：千円）

金 額

令和６年度一般会計予算の主な歳入

歳 入 の 区 分 主 な 歳 入 内 容

21 繰越金 300,000 繰越金 300,000 

前年度繰越金 300,000 

22 諸収入 1,034,288 延滞金 10,223 

市税延滞金 10,223 

市預金利子 2 

市預金利子 2 

貸付金元利収入 198,460 

小規模企業等振興資金融資制度預託金回収金 100,000 

東海労働金庫預託金回収金 35,000 

宅地造成事業特別会計貸付金返還金 28,367 

商工組合中央金庫預託金回収金 15,000 

雇用創造協議会事業運営資金貸付金元利収入 10,108 

雑入 825,603 

地域支援事業受託収入 125,790 

学校給食費収入（現年度分） 121,466 

公共補償金 74,328 

光ファイバ伝送路等貸付料 52,674 

認定調査事務受託収入 44,322 

老人ホーム保護措置費 43,035 

水源林保全流域協働事業助成金 33,356 

児童クラブ保護者負担金 33,071 

水源林対策事業助成金 23,450 

三遠南信自動車道建設発生土受入費 23,180 

消防団員退職報償金収入 23,149 

豊橋新城スマートＩＣ（仮称）整備事業負担金 22,127 

水源地域対策基金助成金 17,644 

資源物等売払収入 16,399 

県市町村振興協会基金交付金 15,604 

派遣職員人件費負担金 15,131 

東三河広域連合派遣費等収入 14,703 

老人ホーム入所者及び扶養義務者負担金 14,373 

保育所職員等給食費 13,500 

23 市債 1,898,600 市債 1,898,600 

学校給食施設改築事業 666,300 

地方創生道整備推進交付金事業（道路） 184,500 

クリーンセンター整備事業 178,300 

地域文化広場改修事業 175,600 

防災行政無線機能強化事業 122,700 

トイレ洋式化事業 63,000 

ライフライン機能強化等出資事業 62,800 

地方交付税代替臨時財政対策債 60,000 

社会資本整備総合交付金事業（狭あい道路） 57,200 

公共バス運行事業 52,200 

公共土木施設災害復旧事業 38,100 

道路メンテナンス事業 37,800 

社会資本整備総合交付金事業（道路） 30,500 

小規模林道事業 27,400 

公共施設等適正管理推進事業 27,000 

消防車両整備事業 22,800 

緊急浚渫推進事業 20,100 

農林施設災害復旧事業 18,000 

道整備交付金事業（林道） 16,700 

地域高規格道路等補助事業 7,500 

スクールバス等運営事業 4,700 

農山漁村地域整備交付金事業 4,600 

県営林道事業 4,000 

農地環境整備事業 3,800 

外出支援サービス事業 3,700 

農地防災事業 3,400 

急傾斜地・地すべり対策事業 3,100 

農林施設災害復旧事業 1,800 

公共土木施設小災害復旧事業 1,000 

25,270,000 
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令和６年度一般会計予算の主な事業

(新)：新規事業　(マ)：マニフェスト関連事業

項 目 事業１事業２ 担当課 予算額（千円） 議会要望

１款　議会費 199,156

２款　総務費 2,998,322

01 01 010  003  （マ）地域安全対策事業                      行政課 10,185

地域の防犯対策に要する経費

01 01 011  002  多文化共生事業                       市民自治推進課 10,969

生活オリエンテーション動画作成に要する経費

01 01 011  005  ニューキャッスル会議共同声明実現事業            市民自治推進課 1,809 Ⅰ 4 ④

高校生海外派遣に要する経費及び補助

01 01 716  001  (新) 新城市制施行２０周年記念事業                秘書人事課 262

令和7年10月の記念式典開催に要する経費

01 02 027  001  庁内ＬＡＮ管理事業                     情報政策課 196,528 Ⅳ 4 ②

基幹系情報システム標準化のための改修などデジタル化推進に要する経費

01 03 033  001  ホームページ運用事業                    秘書人事課 10,759

サーバー更新、デザイン刷新に要する経費

01 05 039  001  職員研修事業                        秘書人事課 5,616

長期的なキャリア形成推進などに要する経費

01 06 042  001  会計管理一般事務経費                    会計課 14,566

支払いにおける振込に要する経費

01 07 045  001  公共施設マネジメント推進事業                資産管理課 5,345 Ⅱ 1 ②

個別施設計画（第二期）の新規策定等に要する経費

01 08 047  001  (マ) 車両管理事業                        行政課 44,849

公用車のＥＶ化に要する経費

01 09 049  001  水源地域対策事業                      企画調整課 14,970

七郷一色コミュニティプラザ空調設備更新及び水源地関係団体の活動に要する経費

01 09 052  001  自治基本条例運用事業                    市民自治推進課 2,715 Ⅰ 4 ①

令和７年度実施の公開政策討論会に要する経費

01 09 594 002 (新) 鳳来総合支所周辺整備事業                  鳳来総合支所地域課 125,928 Ⅳ 1 ②

旧鳳来総合支所等の解体に要する経費

01 09 647  001  (マ) 情報政策推進事業                      情報政策課 15,541 Ⅳ 4 ②

ＲＰＡなど業務効率化を図るシステム運用に関する経費

01 09 647  004  (新) (マ) 施設予約システム導入事業                  情報政策課 8,525 Ⅳ 4 ②

利便性向上を図るためのオンライン化に要する経費

01 09 662  001  ふるさと納税推進事業                    企画調整課 23,773

ふるさと納税のＰＲ及び返礼品の拡充を図るための経費

01 09 664  001  若者が活躍できるまち実現事業                市民自治推進課 10,333 Ⅰ 4 ①

若者総合政策の実施及び若者議会の運営

01 09 674  001  東三河ドローン・リバー構想推進事業             企画調整課 3,850 Ⅱ 3 ④

東三河ドローン・リバー構想推進協議会への負担金

01 09 711  001  元新城東高等学校用地管理事業                総合政策課 2,919

学校用地活用検討を始め施設管理運営委託に要する経費

01 09 714  001  (新) 政策検討プロジェクト実施事業                総合政策課 2,851

市の課題解決に向けたプロジェクトに要する経費

01 09 715  001  移住定住ＯＳＩ事業                     企画調整課 2,468 Ⅲ 3 ①

移住定住促進に必要な発信(O)・確保(S)・調査(I)に要する経費

01 11 056  004  地域集会施設整備支援事業                  市民自治推進課 8,810

地域自治活動の活性化に向けた地域集会施設の整備支援

01 12 060  001  公共バス運行事業                      公共交通対策課 213,397

(新) 海老地区デマンドバス運行に要する経費

01 16 064  001  地域自治区運営事業                     市民自治推進課 30,419 Ⅰ 4 ①

地域協議会委員、自治振興事務所長の報酬及び地域自治区の運営経費

01 16 064  002  地域計画推進体制検討事業                  市民自治推進課 44 Ⅰ 4 ①

地域計画推進体制検討会の開催に要する経費

01 16 065  001  地域自治区地域活動交付金事業                市民自治推進課 30,000 Ⅰ 4 ①

地域の課題等の解決に向けて行う活動に対する補助金

01 16 066  新城地域自治区予算 市民自治推進課 6,338 Ⅰ 4 ①

地域安全灯設置事業補助金の上乗せ補助 206

交通立ち番用資材（帽子、ベスト、安全旗）の整備 67

自主防災組織に必要な防災資機材等の整備 886

新城地域自治区の防災を考える会の会議開催に要する経費 10

集会施設等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 998

事業名称・事業内容
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令和６年度一般会計予算の主な事業

項 目 事業１事業２ 担当課 予算額（千円） 議会要望事業名称・事業内容

子育て中の保護者を対象とした茶話会の開催 70

高齢者の日常生活支援の実施                 250

しんしろまちなか散策を考える会の開催、マップの増刷 232

道路の危険な箇所にカラー舗装等の整備 1,020

コンビニエンスストア等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 162

しんしろまちなか映画祭とその関連企画を実施        1,500

防犯カメラ設置事業補助金の上乗せ補助             47

地域集会施設整備費補助金の上乗せ補助               300

しんしろ地域計画に印刷に要する経費 462

こども園の英語に親しむ機会づくり         128

01 16 067  千郷地域自治区予算 市民自治推進課 13,042 Ⅰ 4 ①

主要道路等に設置した照明灯の維持管理経費 75

Sバス（ちさと線）のバス停看板修繕に要する経費 1,051

自主防災組織に必要な防災資機材等の整備           396

地域集会施設整備費補助金の上乗せ補助              1,780

集会施設等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 1,369

林道雁峰線の側溝保護工事に要する経費 5,000

コンビニエンスストア等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 404

千郷地区共育コーディネーター制度の導入と共育推進に要する経費の補助 248

地域自治区内各所にプランターによる花を設置 336

西部公民館にカウンターテーブルを設置               390

野田城址専用駐車場整備に要する経費 1,993

01 16 068  東郷地域自治区予算 市民自治推進課 8,095 Ⅰ 4 ①

ワークキャリアの実施に要する経費 1,500

集会施設等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 430

東郷ケッターパークの運営、スポーツバイク普及に要する経費 827

多世代交流や学びの機会とする東郷学び学校の開催 1,009

長篠・設楽原の戦い歴史検定試験教材作成等に要する経費 651

東郷地域自治区の行事等をPRするためのホームページ等に要する経費 3,559

休耕地を考える会（仮称）の会議及び先進地視察に要する経費 119

01 16 069  舟着地域自治区予算 市民自治推進課 2,378 Ⅰ 4 ①

集会施設等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 324

防火水槽の改修工事に要する経費                  1,177

小学校図書館に読み聞かせ用の図書の整備に要する経費 120

地域づくりに関する茶話会の開催                      21

日常生活のサポートを近所で実施できる仕組みづくりを構築 5

住民が交流できる地域の伝統料理や体操教室等の開催 136

地域の魅力を発信するマップの作成に要する経費 277

自主防災組織に必要な防災資機材等の整備 220

防犯カメラ設置推進地区を示す標識を設置する 98

01 16 070  八名地域自治区予算 市民自治推進課 4,621 Ⅰ 4 ①

防災活動補助金の上乗せ補助                     58

こども園の英語に親しむ機会づくり              105

こども園に必要な備品購入に要する経費 79

市道の草刈に要する経費                      2,970

コンビニエンスストア等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 162

中学校に必要な備品購入に要する経費 161

小学校の英語に親しむ機会づくり                   505

共育コーディネーターの配置に要する経費 220

八名地区の地域づくりに関する情報の収集・発信 10

地域住民交流を促進する健康講座等の開催に要する経費 112

防災意識の向上を図るための避難所運営ゲームの開催に要する経費 47

八名地区の魅力をPRするイメージキャラクターの作成に要する経費 192

01 16 071  鳳来中部地域自治区予算 市民自治推進課 3,731 Ⅰ 4 ①

高齢者を対象とした自動車運転技能講習会を開催 185

自主防災組織に必要な防災資機材等の整備 5

防災活動補助金の上乗せ補助 303

集会施設等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 94

長篠城址周辺の陣跡等にのぼりの設置及び管理に要する経費 487

コンビニエンスストア等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 162

長篠城址本丸北側・西側支障木伐採に要する経費 979

地域計画推進委員会の開催に要する経費 344
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令和６年度一般会計予算の主な事業

項 目 事業１事業２ 担当課 予算額（千円） 議会要望事業名称・事業内容

高齢者の外出の機会と健康の増進を図るためゆ～ゆ～ありいな利用者への助成 113

防災茶話会の開催に要する経費                410

多世代交流サロンの開催に要する経費 174

健康増進及び地域資源の再認識を目的としたウォーキングイベントに要する経費 51

祭事や行事など地域活動の様子を記録保存するための経費 59

地域活動への参加意欲向上及び地域活性化を図るための経費 365

01 16 072  鳳来南部地域自治区予算 市民自治推進課 3,516 Ⅰ 4 ①

地域安全灯設置事業補助金の上乗せ補助 25

防災活動補助金の上乗せ補助 355

地域集会施設整備費補助金の上乗せ補助 390

道路の危険な箇所にカラー舗装等の整備 1,863

防災士資格取得のための経費 72

阿寺の七滝駐車場の整備に要する経費     763

防犯カメラ設置事業補助金の上乗せ補助 48

01 16 073  鳳来東部自治区予算 市民自治推進課 6,771 Ⅰ 4 ①

地域安全灯設置事業補助金の上乗せ補助 31

防犯カメラ設置事業補助金の上乗せ補助 57

自主防災組織に必要な防災資機材等の整備 1,079

防災活動補助金の上乗せ補助 216

こども園の英語に親しむ機会づくり 349

鳳来中央集会所にWi-Fi環境とＡＥＤを整備 129

地域自治区内のＰＲ事業を委託 458

地域活動に必要な備品整備の補助 312

鳳来東部地域計画推進部会の開催 480

地域集会施設整備費補助金の上乗せ補助 500

乳岩来訪者に対する臨時駐車場及びシャトルバス運行に要する経費 2,785

飼い主のいない猫の去勢・不妊手術に要する経費の補助 375

01 16 074  鳳来北西部地域自治区予算 市民自治推進課 6,868 Ⅰ 4 ①

地域安全灯設置事業補助金の上乗せ補助 303

集会施設等に設置した自動体外式除細動器（ＡＥＤ）の賃借料 179

こども園の英語に親しむ機会づくり 296

小学校の英語に親しむ機会づくり 624

共育活動ボランティア登録制度の促進及び登録ボランティア派遣 607

海老構造改善センターにＡＥＤを設置 94

コミュニティ活動に必要な備品購入に対する補助 814

伝統文化継承のための記録動画の作成を委託 2,475

地域集会施設整備費補助金の上乗せ補助 350

高齢者の見守り体制を図るための経費 3

地域の景観整備の手法等の検討に要する経費   320

各世代を対象とした茶話会開催に要する経費            260

高齢者支援についての検討に要する経費                543

01 16 075  作手地域自治区予算 市民自治推進課 5,636 Ⅰ 4 ①

地域安全灯設置事業補助金の上乗せ補助 99

防災活動補助金の上乗せ補助 117

こども園の英語に親しむ機会づくり 285

歴史の小径と観光案内看板設置に要する経費 332

小学校の英語に親しむ機会づくり 974

共育の日のつくでっ子元気事業として演劇鑑賞を開催 710

地区内に転入・転居した若者及び出生した若者への奨励金 760

地域集会施設整備費補助金の上乗せ補助 1,120

歴史の小径パンフレット増版に要する経費 664

防犯カメラ設置事業補助金の上乗せ補助 28

第２次作手地域まちづくり計画策定に要する経費 547

02 02 080  001  市民税賦課事業                       税務課 29,253

森林環境税の創設対応に伴うシステム改修に要する経費

02 02 083  001  固定資産評価替事業                     税務課 14,125

令和9年度評価替に向けた評価業務

02 02 721  001  (新) 固定資産家屋全棟調査事業                  税務課 39,014 Ⅳ 1 ①

未評価家屋の家屋評価に要する経費

05 01 096  005  国勢調査調査区設定事業                   情報政策課 303

令和７年度実施の国勢調査に必要な事前調査に要する経費
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令和６年度一般会計予算の主な事業

項 目 事業１事業２ 担当課 予算額（千円） 議会要望事業名称・事業内容

３款　民生費 7,292,054

01 01 105  001  地域福祉計画推進事業                    福祉課 3,210

第4次地域福祉計画・地域福祉活動計画策定に要する経費

01 01 725  001  重層的支援体制整備事業                   福祉課 10,841

様々な市民ニーズに対応する重層的支援体制に要する経費

02 01 570  001  （マ）市民後見人育成事業                     高齢者支援課 822

市民向けに成年後見人育成研修を開催する経費

02 01 724  001  (新) 高齢者の健康寿命延伸事業                  保険医療課 887

高齢者の心身の課題に対する支援に要する経費

02 04 600  008  （マ）認知症高齢者等見守りネットワーク事業            高齢者支援課 79 Ⅱ 3 ③

認知症高齢者及び家族が抱える不安解消を図る経費

03 01 141  001  放課後児童対策事業                     秘書人事課 65,339
正規職員配置の効率化による経費削減とサービスの質の向上を目指す
包括管理業務委託に要する経費

03 01 144  001  子ども・子育て支援事業                   こども未来課 74,391 Ⅰ 2 ②

子ども・子育て支援事業計画策定に要する経費

03 01 145  001  児童虐待等防止対策事業                   児童養育支援室 4,922 Ⅰ 1 ①

児童虐待防止及びひきこもり支援に要する経費

03 01 165  001  こども園再編・整備計画策定事業               こども未来課 21,824 Ⅰ 2 ②

新城市こども園整備指針に基づくこども園再編・整備計画の策定

03 01 717  001  家庭支援事業                        児童養育支援室 1,086

子育て世帯訪問の拡大に要する経費

03 04 153  002  市子ども医療費助成事業                   保険医療課 80,832 Ⅰ 1 ①

18歳までの通院医療費無償化の拡大に要する経費

03 06 155  001  保育所管理事業                       こども未来課 547,514

こども園のICT化推進に要する経費

４款　衛生費 3,096,162

01 01 172  001  (新) 保健衛生一般事務経費                    健康課 900

若年がん患者の在宅療養支援に要する経費

01 04 176  001  すこやか子育て事業                     健康課 13,381

妊娠期から子育て期の切れ目ないサポートに要する経費

01 04 177  002  母と子のすくすく健診事業                  健康課 22,577

妊婦健診、産婦健診、乳児健診、新生児聴覚検査に対する補助・助成

01 05 179  001  予防接種事業                        健康課 145,940

任意接種（おたふくかぜ、帯状疱疹ワクチン）の費用を助成

01 09 643  001  温暖化対策推進事業                     環境政策課 6,647 Ⅲ 2 ①

事業者へのEV等導入の促進及び必要備品購入に要する経費

01 10 545  001  斎苑整備事業                        生活環境課 20,059 Ⅲ 1 ②

1・5号炉再燃室火格子煉瓦取替、火葬台車改修工事等

02 03 202  001  クリーンセンター整備事業                  生活環境課 198,220 Ⅲ 2 ②

分散型制御システム更新工事、シーケンサ更新工事

02 03 712  001  ごみ処理施設整備事業                    生活環境課 16,422 Ⅲ 2 ②

ごみ処理施設整備基本構想策定に要する経費

５款　労働費 68,034

01 01 210  001  （マ）新規雇用創出事業                      産業政策課 11,615

企業情報誌制作に要する経費

６款　農林水産業費 1,188,754

01 03 655  001  新規就農者確保対策事業                   農業課 990 Ⅲ 3 ①

市内外の若者層に対し就農を促し新規就農者の確保に要する経費

02 01 236  001  老朽ため池等整備事業                    農業課 3,850 Ⅲ 3 ①

老朽化した農業用ため池に係る県事業に対する市負担金

02 01 237  001  県営農地環境整備事業                    農業課 12,800 Ⅲ 3 ①

作手菅沼・野田地区で実施する農業用用排水路等の整備に係る負担金

02 01 241  008  県営土地改良事業計画調査                  農業課 1,457 Ⅲ 3 ①

作手西田原地区の補助整備実施に要する経費

03 02 250  001  保全林環境管理事業                     森林課 5,706

五葉の森トイレ改修に要する経費

03 02 253  004  新城木育プロジェクト事業                  森林課 3,470

森林環境税を充当し新生児に誕生祝い品を贈呈する経費等

03 02 255  004  森林経営管理事業                      森林課 8,540

森林経営管理法に基づく私有林の経営管理方針を決めるための調査に要する経費

03 02 255  005  雁峰山整備事業                       森林課 48,816
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令和６年度一般会計予算の主な事業

項 目 事業１事業２ 担当課 予算額（千円） 議会要望事業名称・事業内容

林小班毎に測量を行い団地化し、間伐に要する経費

03 02 708 001 （マ）林業従事者定着促進奨励金事業                森林課 7,800

市内の林業経営体で育成経営体に該当する経営体への支援

03 02 718 001 (新) 地域材活用推進事業                     森林課 1,600 Ⅲ 3 ②

地域材を利用した住宅等の建築に対する補助金

03 03 257  001  小規模林道事業（改良）                   森林課 21,050

林道改良工事

03 03 257  002  小規模林道事業（舗装）                   森林課 54,650

林道舗装工事

03 03 259  001  県営林道改良事業（改良）                  森林課 4,500

林道改良工事

03 03 261  001  道整備交付金事業（改良）                  森林課 30,900

林道改良工事

03 03 261  002  道整備交付金事業（舗装）                  森林課 18,100

林道舗装工事

03 03 649  001  農山漁村地域整備交付金事業（改良）             森林課 15,100

林道改良工事

７款　商工費 655,540

01 02 017  007  新型コロナウイルス感染症対策資金融資支援事業        産業政策課 10,652

中小企業者等が支払った借入利子相当額に対する補助金

01 02 269  001  企業立地奨励事業                      産業政策課 58,596

企業立地奨励条例に基づく立地奨励経費

01 02 269  002  中小企業者事業基盤強化等奨励事業              産業政策課 642

中小企業者事業基盤強化等奨励条例に基づく奨励金経費

01 02 657  001  しんしろビジネスマッチング事業               産業政策課 2,307

事業所展示会出展支援事業補助に要する経費

01 02 658  001  （マ）創業支援等事業                       産業政策課 1,000

計画的な起業・創業を図る事業者に対する補助金

01 03 278  001  （マ）地域おこし協力隊運営事業                  観光課 9,287 Ⅲ 4 ③

地域おこし協力隊制度を活用した観光振興等に係る経費

01 03 394  001  スポーツツーリズム推進事業                 観光課 3,626 Ⅲ 4 ③

自然や歴史などの地域資源を活かした地域活性に要する経費

01 03 619  001  （マ）ＷＲＣ関連事業                       観光課 3,239 Ⅲ 4 ③

FIA世界ラリー選手権新城SS運営に要する経費

01 03 676  001  （マ）地域プロジェクトマネージャー運営事業            観光課 5,043 Ⅲ 4 ③

地域プロジェクトマネージャー制度を活用したスポーツツーリズム推進に係る経費

01 03 719  001  (新) アジア競技大会推進事業                   観光課 18,727 Ⅲ 4 ③

令和８年度開催予定アジア競技大会に向けたロードレース開催経費

８款　土木費 1,652,203

01 01 283  001  急傾斜地・地すべり対策事業                 土木課 3,500

県が実施する急傾斜地崩壊対策事業に要する経費

01 01 702  001  住宅用地推進事業                    用地開発課 22,000

公社保有地の売却等土地開発公社運営に対する補助

01 02 285  001  （マ）豊橋新城スマートＩＣ（仮称）整備事業            道路政策推進室 43,280 Ⅱ 1 ①

東名高速道路に新たなインターチェンジ設置に要する経費

01 02 706  001  （マ）スマートＩＣ周辺地域振興策検討事業             道路政策推進室 99 Ⅲ 4 ①

スマートIC周辺地域の振興策検討に要する経費

01 03 679  001  地籍調査事業                        用地開発課 10,753

川田地区に係る地籍調査に要する経費

02 03 291  001  道整備交付金事業                      土木課 416,920

市道小畑吉川線・市道大海線の道路改良工事

02 03 292  003  県費道路改良事業                      土木課 47,000

市道樋田新井線の道路改良工事、市道長篠大海線の実施設計委託

02 03 295  001  交通安全施設整備事業                    土木課 36,735 Ⅱ 1 ①

市道香ケ崎広野線等の通学路安全対策工事等

02 03 297  002  道路ストック対策事業                    土木課 67,000

市道一鍬田大原線・細ツブラ加生沢線・安京仮塚線の舗装修繕工事

02 03 605  001  電源立地地域対策事業                    土木課 4,600

市道横川線の舗装修繕工事

02 03 610  001  公共施設等適正管理推進事業                 土木課 30,500

市道一鍬田黒田線の舗装修繕工事
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令和６年度一般会計予算の主な事業

項 目 事業１事業２ 担当課 予算額（千円） 議会要望事業名称・事業内容

02 03 629  001  橋梁・トンネル・大型構造物長寿命化対策事業         土木課 113,220

市内の道路橋等の点検調査に要する経費

03 01 303  001  緊急浚渫推進事業                      土木課 20,111

普通河川巴山川・小阿寺川の浚渫工事

04 01 306  001  都市計画基礎調査事業                    都市計画課 1,683

都市計画基礎調査の実施

04 01 307  001  狭あい道路整備等推進事業                  都市計画課 128,613

石田・平井地区の狭あい道路拡幅工事や用地購入

04 01 310  001  空家等対策推進事業                     都市計画課 21,380

空き家等調査及び住生活基本計画策定等に要する経費

04 01 672  001  (新) コンパクトシティ形成事業                  都市計画課 7,900

居住誘導地域内への居住誘導のための補助

05 01 691  001  公営住宅等管理事業                     都市計画課 51,022

和田住宅外壁塗装等改修工事、長篠住宅給水管改修工事

９款　消防費 1,696,763

01 01 318  001  活動管理事業                        消防署 15,441

消防活動等に必要な器具更新の経費及び防火衣購入に要する経費

01 01 318  002  救急活動事業                        消防署 19,215

除細動器バッテリー、自動式心臓マッサージ器バッテリー等の更新

01 01 320  002  消防車両管理事業                      消防総務課 51,628

梯子車オーバーホールに要する経費

01 01 320  003  消防水利管理事業                      消防署 24,803

消火栓等維持管理負担金

01 01 321  001  消防水利整備事業                      消防署 21,491

防火水槽移転補償工事に要する経費

01 01 321  002  消防車両整備事業                      消防署 25,563

高規格救急自動車1台（東栄分署）の更新

01 01 322  001  福利厚生・研修事業                     消防総務課 9,814

消防職員に対する被服貸与品の整備及び研修に要する経費

01 02 330  001  消防団施設整備事業                     消防総務課 7,390 Ⅱ 3 ⑤

消防団施設の解体及びアスベスト調査に要する経費

01 03 332  001  防災行政無線保守管理事業                  防災対策課 37,228 Ⅱ 3 ④

屋外拡声子局15局のバッテリーの交換等に要する経費

01 03 332  004  (新) 防災行政無線（同報系）改修事業               防災対策課 122,745 Ⅱ 3 ④

新たな防災行政無線戸別受信機への更新に要する経費

01 03 338  001  災害対策一般事務経費                    防災対策課 4,118 Ⅱ 3 ④

B＆G財団の助成金による重機研修・避難所研修に要する経費

１０款　教育費 3,168,909

01 03 342  003  教科書等購入事業                      学校教育課 22,955

児童生徒指導を円滑に図るための教員用教科書・指導書購入経費

01 03 343  001  (新) 教育支援センター推進事業 学校教育課 15,422 Ⅰ 1 ①
不登校及び不登校傾向にある児童生徒へ社会的自立や学校復帰を目指すための教育支援センター
「あすなろ教室」及び新城中学校内「ｉルーム」を運営する経費

01 03 343  002  新城ハートフルスタッフ活用事業               秘書人事課 20,420 Ⅰ 2 ②
正規職員配置の効率化による経費削減とサービスの質の向上を目指す
包括管理業務委託に要する経費

01 03 343  017  （マ）外国人児童生徒教育推進事業                 学校教育課 3,516

外国人児童生徒に対する短期集中型の日本語初期指導に要する経費

01 03 348  001  スクールバス等運営事業                   教育総務課 61,326 Ⅰ 2 ②

作手小学校スクールバス購入経費

01 03 349  001  学校情報システム管理事業                  教育総務課 40,056

校務系パソコン及び校務支援システムに要する経費

01 03 722  001  (新) 医療的ケア実施体制整備事業                 学校教育課 2,791

医療的ケアを必要とする児童のため看護師を配置する経費

01 03 723  001  (新) 少年の主張愛知県大会実施事業                学校教育課 661

日頃の想いを中学生少年少女らが自ら主張する大会開催経費

02 01 017  161  トイレ洋式化事業                      教育総務課 160,000 Ⅰ 2 ②

千郷、鳳来中部、東陽、鳳来東小学校のトイレ洋式化に係る経費

03 02 682  001  （マ）少人数学級編成推進事業                   学校教育課 5,943 Ⅰ 2 ①

中学校全学年で少人数学級を編成するために必要な経費

04 02 371  002  地域文化広場改修事業                    生涯共育課 198,276 Ⅱ 1 ②

受変電設備等（自家発電機含む）及び電動吊物昇降装置の更新に要する経費

04 02 372  001  市文化事業                         生涯共育課 2,160 Ⅱ 2 ①

24



令和６年度一般会計予算の主な事業

項 目 事業１事業２ 担当課 予算額（千円） 議会要望事業名称・事業内容

文化団体への支援に要する経費

04 03 379  001  文化財保護事業                       生涯共育課 6,634 Ⅱ 2 ①

市指定文化財東照宮掛け軸修繕への補助

04 03 382  001  長篠城址史跡保存館管理事業                 生涯共育課 8,652 Ⅱ 2 ①

城址周辺の支障木伐採に要する経費

04 03 383  003  (新) 長篠城址史跡保存館開館６０周年記念事業           生涯共育課 786 Ⅱ 2 ①

保存館開館６０周年記念行事を開催する経費

05 03 699  001  学校プール運営事業                     教育総務課 25,421 Ⅰ 2 ②

民間施設を活用し水泳の授業を実施するための経費

05 04 637  001  学校給食施設改築事業                    学校給食課 983,955

共同調理場本体工事、給食受入室の設計及び改修等に要する経費

05 04 692  001  学校給食共同調理場運営事業                 学校給食課 369,874

共同調理場での給食調理に要する経費

１１款　災害復旧費 240,296

01 03 406  001  林業施設災害復旧事業                    森林課 104,464

１２款　公債費 2,963,807

１３款　予備費 50,000
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（単位：千円）

令和４年度末

財 政 調 整 基 金 2,752,525 540,043 983 81,728 2,295,193 800,000 1,473 0 1,496,666 

減 債 基 金 948,327 50,000 400 72,652 971,379 250,000 465 0 721,844 

そ の 他 特 定 目 的 基 金 2,720,980 260,785 3,112 230,929 2,550,236 295,780 3,390 200,432 2,602,278 

み ん な の ま ち づ く り 基 金 1,345,514 85,714 671 0 1,260,471 91,341 2,226 0 1,171,356 

国 際 交 流 基 金
（ 多 文 化 共 生 基 金 ）

21,090 8,054 7 50,000 63,043 9,271 0 0 53,772 

庁 舎 等 建 設 基 金
（ 公 共 施 設 管 理 基 金 ）

563,776 49,488 1,600 0 515,888 125,928 0 88,807 478,767 

ゴ ル フ 場 開 発 地 域 振 興 基 金 200,000 0 0 0 200,000 0 0 0 200,000 

地 域 福 祉 基 金 185,007 18,150 716 200 167,773 0 648 200 168,621 

ふ る さ と 農 村 活 性 化 対 策 基 金 10,000 0 0 0 10,000 0 0 0 10,000 

ふ る さ と 水 と 土 保 全 基 金 6,000 0 0 0 6,000 0 0 0 6,000 

つ く で 手 作 り 村 管 理 基 金 19,985 0 20 700 20,705 523 21 700 20,903 

鳳 来 ゆ ～ ゆ ～ あ り い な 維 持 管 理 基 金 5,262 0 1 0 5,263 0 0 0 5,263 

湯 谷 温 泉 の 維 持 管 理 基 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 基 金 20,514 0 7 0 20,521 0 7 0 20,528 

長 篠 城 址 史 跡 保 存 館 施 設 整 備 基 金 2,304 0 0 0 2,304 0 0 0 2,304 

も っ く る 新 城 維 持 管 理 基 金 14,480 1,000 0 2,600 16,080 4,846 0 2,380 13,614 

ニ ュ ー キ ャ ッ ス ル ・ ア ラ イ ア ン ス 交 流 基 金 3,963 3,371 0 0 592 351 0 0 241 

森 づ く り 基 金 169,998 0 90 18,379 188,467 400 32,883 221,750 

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策 基 金 137,844 89,908 0 0 47,936 38,336 0 0 9,600

新型コロナウイルス感染症対策利子補給基金 11,023 4,100 0 10,652 17,575 10,652 0 0 6,923

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ビ ジ ネ ス 推 進 基 金 4,220 1,000 0 4,398 7,618 1,000 0 5,462 12,080 

退 職 手 当 基 金 0 0 0 70,000 70,000 0 88 70,000 140,088 

交 通 安 全 施 策 推 進 基 金 0 0 0 74,000 74,000 13,532 0 0 60,468 

一 般 会 計 合 計 6,421,832 850,828 4,495 385,309 5,816,808 1,345,780 5,328 200,432 4,820,788 

国 民 健 康 保 険 事 業 基 金 895,552 159,154 423 0 736,821 148,297 777 0 589,301 

総 計 7,317,384 1,009,982 4,918 385,309 6,553,629 1,494,077 6,105 200,432 5,410,089 

※企業会計を除く。

※取崩しの時期により残高は異なる。

基　金　の　状　況

令和５年度 令和６年度

基 金 名
現在高 取崩額 利息積立額

一般財源
積立額

現在高見込額 取崩額 利息積立額
一般財源
積立額

現在高見込額
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年度中 年度中

起債見込額 元金償還見込額

千円 千円 千円 千円 千円

1 18,465,872 20,290,086 1,779,700 1,951,060 20,118,726 

(1) 総 務 4,883,743 4,657,336 52,200 334,276 4,375,260 

(2) 民 生 1,063,043 982,455 3,700 88,069 898,086 

(3) 衛 生 2,446,626 2,438,522 241,100 270,730 2,408,892 

(4) 労 働 0 0 0 0 0 

(5) 農 林 水 産 業 630,146 607,711 59,900 84,847 582,764 

(6) 商 工 790,046 717,056 0 71,848 645,208 

(7) 土 木 3,393,243 3,267,473 367,700 426,953 3,208,220 

(8) 住 宅 211,074 196,145 0 15,109 181,036 

(9) 消 防 796,139 703,120 145,500 115,382 733,238 

(10) 教 育 4,251,812 6,720,268 909,600 543,846 7,086,022 

2 158,304 487,366 58,900 17,295 528,972 

3 9,951,245 9,133,803 60,000 877,274 8,316,529 

(1) 減 税 補 填 債 197,185 179,031 0 20,805 158,226 

(2) 臨 時 財 政 対 策 債 9,754,060 8,954,772 60,000 856,469 8,158,303 

28,575,421 29,911,255 1,898,600 2,845,629 28,964,227 

地　方　債　の　現　在　高

普 通 債

災 害 復 旧 費

そ の 他

合 計

区分

令和４年度末 令和５年度末 令和６年度中増減見込み 令和６年度末

現在高 現在高見込額 現在高見込額
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令和６年度

新城市の主な事業（抜粋）

目 次

【政策横断重点戦略】
移住定住ＯＳＩ事業-------------------------------------- １

【１ 個性輝く多様な「ひと」が活躍しています】
ニューキャッスル会議共同声明実現事業-------------------- ２
自治基本条例運用事業------------------------------------ ３
多文化共生事業------------------------------------------ ４
重層的支援体制整備事業---------------------------------- ５
高齢者の健康寿命延伸事業-------------------------------- ６
市子ども医療費助成事業---------------------------------- ７
こども園再編・整備計画策定事業-------------------------- ８
保育所管理事業------------------------------------------ ９
児童虐待等防止対策事業 出産・子育て応援交付金事業---- １０
トイレ洋式化事業-------------------------------------- １１
学校給食施設改築事業---------------------------------- １２
学校給食共同調理場運営事業---------------------------- １３
教育支援センター推進事業------------------------------ １４

【２ 快適で潤いある「ちいき」に暮らしています】
防災行政無線（同報系）改修事業------------------------ １５
公共バス運行事業-------------------------------------- １６
県費道路改良事業-------------------------------------- １７
消防車両整備事業-------------------------------------- １８
長篠城址史跡保存館開館６０周年記念事業---------------- １９

【３ 活力にあふれた「まち」になっています】
温暖化対策推進事業------------------------------------ ２０
ごみ処理施設整備事業---------------------------------- ２１
創業支援等事業---------------------------------------- ２２
新城木育プロジェクト事業------------------------------ ２３
地域材活用推進事業------------------------------------ ２４
アジア競技大会推進事業-------------------------------- ２５
豊橋新城スマート IC（仮称）整備事業 スマート IC 地域振興事業---- ２６

【４ 行政経営編】
公共施設マネジメント推進事業-------------------------- ２７
固定資産家屋全棟調査事業------------------------------ ２８
包括管理業務委託導入事業------------------------------ ２９
鳳来総合支所周辺整備事業------------------------------ ３０
施設予約システム導入事業------------------------------ ３１



ＳＤＧｓとの関係

SDGs は、2015年 9月の「国連持続可能な開発サミット」において採択された、

「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された

2030年を期限とする国際目標です。

全ての関係者の役割を重視し、「誰一人として取り残さない」持続可能で多様性と

包摂性のある社会を実現するための、経済・社会・環境の様々な課題解決に向けた17

のゴールと169のターゲットにより構成されています。

SDGs は、発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む普遍的なものであり、

SDGsの実現を目指すことは、人口減少を見据えた持続可能な地域社会・経済の確立

や地方創生の実現に資するものであり、しんしろ創生の理念とも一致します。

今後は、地方創生の推進に向け、SDGs を原動力とした取り組みの推進や、様々な

主体との連携を深めていくことが求められています。

本市では、各計画にSDGs の視点を採り入れ、様々な取り組みを推進するととも

に、様々な主体の取り組みや連携を促進することとします。

※SDGs…Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。



移住定住の３本柱を総合的に実施します。

以上の３つの柱を総合的に実施し、移住定住者を増やすことで地域コミュニティ

の維持と人口減少の抑制に努めます。

Instagram等の SNSを活用して、本市の魅力を発信していきます。

主な経費 財源

担当課：企画部企画調整課

電 話：０５３６－２３－７６２０

メールアドレス：kikaku@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

重点戦略 地域づくりに関わる人々（つながる市民）を増やします
ひ と

地域づくりに関わる人々（つながる市民ひと）を増やします

継 続

２款 － １項 － ９目 （企画費）

移住定住ＯＳＩ事業
令和６年度事業費

２，４６８千円

旅費

財源

３３６千円

需用費 ４２千円

役務費 ３２７千円

委託料 ６０９千円

使用料及び賃借料 １０４千円

負担金補助及び交付金 １，０５０千円

県補助金 ７５０千円

みんなのまちづくり基金 ８５９千円

市税等で負担する額 ８５９千円

インスタグラム

①発信する

（O utreach）

移住定住には新城市を

知っていただく必要が

あるため、シティプロ

モーションを積極的に

行います。

②確保する

（S ecure）

移住関連イベントへ参加

し、関係人口から移住者

の確保へと繋げていきま

す。また、住まいや働く

場等の確保に努めていき

ます。

③調査する

（I nvestigate）

効率的な移住定住施策

を実施するため、意識

（ニーズ）調査を行い

ます。

1



高校生海外派遣を実施します。

令和５年度にチェコのノヴェ・フラディで

開催されたニューキャッスル・アライアンス

会議で、若者間交流や学校間交流の推進の重

要性が取り上げられ、令和６年度は、この会

議で交流が深まったモンテネグロのヘルツェ

グ・ノヴィに高校生を派遣する予定です。

また、新城市国際交流協会と協働し、オン

ラインを活用した情報交換会や動画でメッセ

ージを送り合う交流などを実施します。

主な経費

財源

担当課：市民協働部市民自治推進課

電 話：０５３６－２３－７６９７

メールアドレス：shiminjichi@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 認め合い、支え合う人をつなげます

グローバル人材育成と多文化共生を進めます

継 続

２款 － １項 － １目 （一般管理費）

ニューキャッスル会議共同声明実現事業
令和６年度事業費

１，８０９千円

旅費 ４００千円

役務費 １０千円

委託料 ５８１千円

負担金補助及び交付金 ８１８千円

多文化共生基金 １，４５８千円

ニューキャッスル・アライアンス交流基金 ３５１千円
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市長選挙立候補予定者公開政策討論会の開催に向け、

実行委員会を組織します。

新城市市長選挙立候補予定者公開政策討論会条例に基づき、市長選挙の告示前に

市が主催する公開政策討論会の開催に向けて、実行委員会を組織します。市は、公

開政策討論会を公平・公正に行うため、手続きや運営（説明会、議題、主宰する

者、進行、公表、広報等）について、実行委員会と協力して実施します。

主な経費

財源

担当課：市民協働部市民自治推進課

電 話：０５３６－２３－７６９７

メールアドレス：shiminjichi@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 認め合い、支え合う人をつなげます

市民自治によるまちづくりを進めます

継 続

２款 － １項 － ９目 （企画費）

自治基本条例運用事業

（市長選挙立候補予定者公開政策討論会）

令和６年度事業費

３３３千円

旅費 ２２２千円

需用費 ４千円

役務費

１０７千円

１０７千円

みんなのまちづくり基金繰入金 ３３３千円
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生活オリエンテーション動画を作成します。

日本語や日本の文化が分からない外国人市

民に日本の暮らしやルールをよりわかりやす

く伝えるため、多言語で生活オリエンテーシ

ョン動画を作成し、市役所の待ち合いスペー

スや市のホームページで配信します。

日本人市民と外国人市民が共に地域社会の

構成員として安心して暮らせるまちづくりを

進めます。

主な経費

財源

担当課：市民協働部市民自治推進課

電 話：０５３６－２３－７６９７

メールアドレス：shiminjichi@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 認め合い、支え合う人をつなげます

グローバル人材育成と多文化共生を進めます

拡 充

２款 － １項 － １目 （一般管理費）

多文化共生事業

（生活オリエンテーション動画）

令和６年度事業費

１，４３１千円

需用費 １８千円

役務費 １８５千円

委託料 １，１２８千円

備品購入費 １００千円

国庫補助金 １，４３１千円
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地域共生社会の実現のため、重層的な支援体制を整備します。

「新城市第３次地域福祉計画・地域福祉活

動計画」に基づき新城市重層的支援体制整備

事業を実施します。

分野別の支援体制では対応しきれない複雑

化・複合化した事例に対応するため、関係機

関が集まり包括的に相談を受け止めます。

また、地域とのつながりの少ない方が地域

の活動に参加できるようにする支援や、ひき

こもりなどの孤立を防ぐため、つながり続け

る支援体制を構築し、地域共生社会の実現を

目指していきます。

主な経費

財源

担当課：健康福祉部福祉課

電 話：０５３６－２３－７６２４

メールアドレス：fukushi@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 認め合い、支え合う人をつなげます

新 規

３款 － １項 － １目 （社会福祉総務費）

重層的支援体制整備事業
令和６年度事業費

９，１４７千円

委託料 ９，１４７千円

国庫補助金 ４，５７３千円

県補助金 ２，２８６千円

市税等で負担する額 ２，２８８千円
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できる限り長く在宅で自立した生活を送ることのできる

高齢者を増やします。

高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ

細やかな支援を実施するため、後期高齢者の

保健事業について、介護保険の地域支援事業

や国民健康保険の保健事業と一体的に実施し

ます。

健康状態の把握、疾病の早期発見・対応の

ため、健康状態不明者対策をハイリスクアプ

ローチとして取り組み、介入が必要な方には

医療や必要なサービスに繋げるとともに、住

民が自身の健康状態を把握し適切な健康行動

がとれるよう支援します。

また、ポピュレーションアプローチとして生活習慣病に関する知識の普及・啓発

を行うとともに、健診の受診勧奨に取り組みます。

主な経費

財源

担当課：健康福祉部保険医療課

電 話：０５３６－２３－７６２５

メールアドレス：hokeniryou@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 認め合い、支え合う人をつなげます

生涯を通じた健康づくりを応援します

新 規

３款 － ２項 － １目 （老人福祉費）

高齢者の健康寿命延伸事業
令和６年度事業費

８８７千円

報酬 ６４４千円

旅費 ２６千円

需用費 １６０千円

役務費 ５７千円

後期高齢者医療広域連合受託事業収入 ６３５千円

市税等で負担する額 ２５２千円
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通院医療費の助成を高校生世代までに拡大します。

子どもを産み育てる環境づくりを推進し、

子育て世代の経済的支援と子どもの健康を確

保するため、15歳に到達する年度末までとな

っている通院医療費の助成を、18歳に到達す

る年度末までに拡大します。

主な経費

財源

担当課：健康福祉部保険医療課

電 話：０５３６－２３－７６２５

メールアドレス：hokeniryou@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 子育ての安全安心を守ります

子どもを産み育てる環境を整えます

拡 充

３款 － ３項 － ４目 （子ども医療費）

市子ども医療費助成事業
令和６年度事業費

８０，８３２千円

役務費 １，２２２千円

扶助費 ７９，６１０千円

市税等で負担する額 ８０，８３２千円
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こども園再編・整備計画策定を進めます。

令和３年度に策定した「新城市こども園整備

指針」に基づき、こども園の規模・位置を勘案

し、持続可能で安全・安心な教育・保育環境の

確保を目指すための再編を推進しつつ、長期的

な視点で保育施設の維持管理に関連する経費の

縮減と平準化を検討し、維持管理・更新を計画

的かつ効果的に実施していくための課題整理、

方針決定をして、こども園再編・整備計画策定

を進めます。

主な経費

財源

※債務負担行為 こども園再編・整備計画策定支援業務委託

令和４年度から令和６年度まで ２１，８３５千円

担当課：健康福祉部こども未来課

電 話：０５３６－２３－７６２２

メールアドレス：kodomo@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 子育ての安全安心を守ります

子どもを産み育てる環境を整えます

継 続

３款 － ３項 － １目 （児童福祉総務費）

こども園再編・整備計画策定事業
令和６年度事業費

２１，８２４千円

委託料 ２１，８２４千円

市税等で負担する額 ２１，８２４千円
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こども園のＩＣＴ化を進めます。

市内こども園全１５園に登降園管理、欠席

連絡等を行える保育業務支援システムを導入

し、保護者の利便性の向上、保育士の業務負

担軽減により働きやすい環境の実現、安全・

安心な保育環境の整備を図ります。

主な経費

財源

担当課：健康福祉部こども未来課

電 話：０５３６－２３－７６２２

メールアドレス：kodomo@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 子育ての安全安心を守ります

保育ニーズに対応する保育サービスを進めます

新 規

３款 － ３項 － ６目 （保育所費）

保育所管理事業（保育業務支援システム）
令和６年度事業費

５，３０９千円

役務費 ５６３千円

委託料 ５０１千円

使用料及び賃借料 １，９３４千円

備品購入費 ２，３１１千円

国庫補助金 ２，６５４千円

市税等で負担する額 ２，６５５千円
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「こども家庭センター」※を設置します。

令和６年４月、本庁舎内へ新たに「こども家庭センター」を設置します。

児童養育支援室を廃止し、現在の「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代

包括支援センター」双方の機能を継続したうえで、健康課の母子保健業務を加

え、妊娠期から子育て期まで一貫した支援を実施します。

主な経費

財源

※「こども家庭センター」・・・子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援セン

ター（母子保健）の設立の意義や機能を維持したうえで組織を見直し、全ての妊産婦、子育て

世帯、こどもへ一体的な相談支援を行う機能を有する機関です。

担当課：健康福祉部こども未来課児童養育支援室

電 話：０５３６－２２－９９１８

メールアドレス：kosodate@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 子育ての安全安心を守ります

子どもを産み育てる環境を整えます

拡 充

３款 － ３項 － １目 （児童福祉総務費）

４款 － １項 － ４目 （母子保健費）

児童虐待等防止対策事業

出産・子育て応援交付金事業

令和６年度事業費

２１，４５６千円

報酬等（子ども家庭支援員、虐待対応職員） ４，５１９千円

印刷製本費（児童虐待防止啓発カード） １３９千円

報償費等（不登校生徒移行支援会議の助言者） ８２千円

消耗品等（伴走型支援用パンフレット等） １０６千円

委託料（母子健康手帳アプリ構築業務） １１０千円

出産・子育て応援交付金 １６，５００千円

重層的支援体制整備事業交付金 ２，４０９千円

生活困窮者自立支援事業費補助金 ４１千円

出産・子育て応援交付金 １３，０１８千円

愛知県出産・子育て交付金 ３，７５９千円

市税等で負担する額 ２，２２９千円
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児童・教員用トイレを洋式化します。

生活様式の変化に伴いトイレの洋式化は急

務となっています。学校生活で日常使用され

る教室棟のトイレ洋式化工事を行うことによ

り、臭い・汚れの対策を行い、安全で快適な

教育環境を児童・教員に提供することを目的

に令和６年度は、千郷小学校・鳳来中部小学

校・東陽小学校・鳳来東小学校のトイレ洋式

化と床コーティング工事を実施します。

主な経費

財源

担当課：教育部教育総務課

電 話：０５３６－２３－７６３３

メールアドレス：shinky@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 能力と個性を活かす力を育てます

安心で居心地の良い学校環境づくりを進めます

継 続

１０款 － ２項 － １目 （小学校管理事業）

トイレ洋式化事業
令和６年度事業費

１６０，０００千円

トイレ洋式化工事 １６０，０００千円

国庫補助金 ５５，６０５千円

地方債 ６３，０００千円

新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金 ３８，３３６千円

市税等で負担する額 ３，０５９千円
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学校給食共同調理場を建設します。

老朽化している給食施設の建て替えや給食調理員

の減少・集約に対応しつつ、食育、地産地消、アレ

ルギー対応等に配慮しながら、衛生管理面の向上、

物資調達コストの削減などを可能にするため、共同

調理場を整備しています。

令和５年度に引き続き、令和６年度も共同調理場

の建設、給食受入室の設計及び改修等を行います。

主な経費

財源

担当課：教育部学校給食課

電 話：０５３６－２２－９９０６

メールアドレス：kyushoku@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 能力と個性を活かす力を育てます

安心で居心地の良い学校環境づくりを進めます

継 続

１０款 － ５項 － ４目 （学校給食施設整備費）

学校給食施設改築事業
令和６年度事業費

９８３，９５５千円

学校給食共同調理場建設工事（R4-6 継続費） ５４６，４２１千円

受入室改修工事（R5-6 継続費含む） １２４，６３０千円

学校給食共同調理場ﾈｯﾄﾜｰｸ設計構築業務（R5-6 債務負担） ６５，４６６千円

学校給食共同調理場建設工事監理業務委託（R4-6 継続費） １７，６００千円

受入室新築実施設計業務委託（R4-6 債務負担） ９，９４４千円

受入室改修工事監理業務委託（R5-6 継続費含む） １２，１９９千円

備品購入費（R5-6 債務負担） ２０７，１４４千円

手数料 ５５１千円

国庫補助金 ３３，６３０千円

地方債 ６６６，３００千円

市税等で負担する額 ２８４，０２５千円
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学校給食共同調理場を運営します。

現在施工している学校給食共同調理場建設

工事は令和６年６月末に完成する見込みです。

完成後は調理器具等の搬入、情報通信設備

の整備、調理に関する準備等を行い、令和６

年９月から共同調理場の運営を開始します。

運営開始後は共同調理場で調理した給食が

各小中学校へトラック等で配送されるように

なります。

共同調理場煮炊き調理室完成予想図

主な経費

財源

担当課：教育部学校給食課

電 話：０５３６－２２－９９０６

メールアドレス：kyushoku@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 能力と個性を活かす力を育てます

安心で居心地の良い学校環境づくりを進めます

継 続

１０款 － ５項 － ４目 （学校給食施設整備費）

学校給食共同調理場運営事業
令和６年度事業費

３６９，８７４千円

報償費（各委員会に対する費用） ３５３千円

旅費（各委員会対する費用、普通旅費） １３２千円

需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費、賄材料費） １４３，９６９千円

役務費（通信運搬費、手数料、保険料） ８３６千円

委託料（施設・設備保守点検業務） ５，８９６千円

委託料（調理場準備支援業務、調理場運営業務ほか） ２１８，４８２千円

使用料及び賃借料（インターネット利用料ほか賃借料等） ２０２千円

負担金補助及び交付金（学校給食センター協議会会費） ４千円

学校給食費収入 １２３，５２８千円

市税等で負担する額 ２４６，３４６千円

13



不登校児童生徒の社会的自立をめざし、

学校復帰を支援します。

市内の不登校児童生徒が年々増加傾向

にあるなか、4月からあすなろ教室を庭

野地内から中野地内に移転します。

明るく、清潔感のある学びの環境で子

どもたちが安心して生活することができ

るなど、より多くの子どもたちの学びを

保障することができます。

さらに、不登校生徒の社会的自立を支

えるため、新城中学校内に「ｉルーム」

を設置します。

主な経費

財源

担当課：教育部学校教育課

電 話：０５３６－２３－７６０７

メールアドレス：shinky-3@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ひと 子育ての安全安心を守ります

子どもを産み育てる環境を整えます

新 規

１０款 － ０１項 － ０３目 （教育指導費）

教育支援センター推進事業
令和６年度事業費

１５，４２２千円

会計年度任用職員人件費 １４，２８２千円

使用料及び賃借料 ９７４千円

その他 １６６千円

県補助金 １，８５３千円

市税等で負担する額 １３，５６９千円

14



新たな防災行政無線戸別受信機へ順次更新します。

防災行政無線（同報系）を平成19年 8月

に開設し、市民に対し防災情報及び行政情報

等の伝達を行っていますが、運用開始から17

年以上経過し、一部設備の老朽化が進み機器

障害等が多くなっているため、最新の防災行

政無線戸別受信機に順次更新を進め、災害時

等の情報伝達体制を更に強化していきます。

主な経費

財源

担当課：総務部防災対策課

電 話：０５３６－２３－７６６０

メールアドレス：bosai@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ちいき 人生１００年の安心安全をつくります

防災対策を進めます

新 規

９款 － １項 － ３目 （消防費－災害対策費）

防災行政無線（同報系）改修事業
令和６年度事業費

１２２，７４５千円

防災行政無線（同報系）改修業務委託料 １２２，７４５千円

地方債 １２２，７００千円

市税等で負担する額 ４５千円
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海老地区デマンドバスを運行します。

四谷千枚田新城線を廃止し、田口新城線

の支線となる予約制の海老地区デマンドバ

スを運行します。

これまで、バスを利用したくてもバス停

までの距離が遠く、タクシーも利用しづら

い地域であった海老・四谷・連合地区内を

隈なく運行することで、すべての地域住民

がおでかけしやすくなります。

主な経費

財源

担当課：市民協働部公共交通対策課

電 話：０５３６－２２－９９０１

メールアドレス：kotsu@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ちいき 居心地の良い暮らしをつくります

地域に寄り添う公共交通網をつくります

新 規

２款 － １項 － １２目 （路線バス運行費）

公共バス運行事業

（海老地区デマンドバス）

令和６年度事業費

１０，０６０千円

海老地区デマンドバス運行委託料 ７，９８６千円

海老地区デマンドバス車両賃借料 ９２４千円

海老地区デマンドバス予約受付業務委託料 ８２１千円

その他 ３２９千円

地方債 ５，８００千円

市税等で負担する額 ４，２６０千円
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損傷した長篠橋の詳細調査を行います。

令和５年度の橋梁点検で長篠橋（市道長篠大海線）の主要部材に損傷が見つか

り、現在通行止をしております。

令和６年度は、橋梁損傷状況の詳細調査を行い、原因の究明、修繕方法の検討を

行っていきます。

損傷箇所 損傷箇所拡大

主な経費

財源

担当課：建設部土木課

電 話：０５３６－２３－７６３８

メールアドレス：doboku@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ちいき 居心地の良い暮らしをつくります

道路施設の整備を進めます

新 規

８款 － ２項 － ３目 （道路新設改良費）

県費道路改良事業（長篠橋）
令和６年度事業費

２５，０００千円

委託費（長篠橋詳細調査設計業務） ２５，０００千円

県補助金 １６，０００千円

市税等で負担する額 ９，０００千円
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計画的に消防車両を更新し、消防力の充実強化を図ります。

車両更新計画に基づき、老朽化した救急車

を更新することで機能及び機動力の向上を図

り、災害時における迅速確実な出動体制を整

えます。

令和６年度更新予定車両

高規格救急自動車（東栄分署）

主な経費

財源

担当課：消防本部消防署

電 話：０５３６－２２－４８０６

メールアドレス：f-kanri@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ちいき 人生１００年の安全安心をつくります

消防体制を充実します

新 規

９款 － １項 － １目 （常備消防費）

消防車両整備事業
令和６年度事業費

２５，５６３千円

備品購入費（高規格救急自動車、高度救命処置用資機材） ２５，５０３千円

自動車重量税 ３３千円

保険料（全国市有物件災害共済分担金、自動車損害賠償責任保険料） １５千円

使用料（中間検査） １２千円

市債 ２２，８００千円

広域消防事務費負担金 ９２０千円

市税等で負担する額 １,８４３千円
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保存館開館60周年を記念した講演会の開催及び企画展等を行います。

長篠城址史跡保存館の開館60周年を記念

し、「長篠・設楽原の戦い」をテーマに歴史

講演会を実施します。

さらに、60周年に関連した企画展の開

催、プレミアムグッズや英語パンフレットの

作成、デジタル動画編集加工委託なども行い

ます。

主な経費

財源

担当課：教育部生涯共育課

電 話：０５３６－３２－０１６２

メールアドレス：hri-hozonkan@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

ちいき 地域資源を最大活用します

歴史・文化財の継承を進めます

新 規

10款 － 4項 － 3目 （文化財保護費）

長篠城址史跡保存館開館６０周年記念事業
令和６年度事業費

７８６千円

講師謝礼等 ５１千円

交通費 １１千円

印刷製本費等 ２０４千円

筆耕翻訳料 ６６千円

動画編集委託料 ４５４千円

市税等で負担する額 ７８６千円

イメージ図、完成予想図、イラスト、

写真等を掲載してください。
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温室効果ガス削減を目指した取組みを進めます。

災害時の電源確保対策を目的として、市内

に事業所を持つ民間事業者が電気自動車やプ

ラグインハイブリッド車の購入等をし、新城

市災害協定の締結または新城市防災協力事業

所に登録したうえで、災害発生時に避難所な

どの非常電源として車両の提供に協力を行う

ものに補助金を交付します。

また、購入された電気自動車やプラグインハイブリット車を有効活用するため、

可搬型給電器を購入することにより、災害等により停電が発生した際に、避難所等

での電力供給源として活用します。

主な経費

財源

担当課：市民協働部環境政策課

電 話：０５３６－２３－７６９０

メールアドレス：e-seisaku@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

まち 緑でゆとりを生み出します

温室効果ガス削減を目指した取組みを進めます

拡 充

４款 － １項 － ９目 （環境衛生費）

温暖化対策推進事業
令和６年度事業費

６，６４７千円

備品購入費 ２，０２４千円

住宅用地球温暖化対策設備導入促進費補助金 ２，３７５千円

事業者用電気自動車等導入補助金 ２，０００千円

その他事務経費 ２４８千円

県補助金 ５９３千円

市税等で負担する額 ６，０５４千円
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基本構想の策定と建設候補地の選定を行います。

令和3年度に策定された愛知県ごみ処理広域

化・集約化計画及び令和4年度に改定した東三

河ごみ焼却施設広域化計画に基づき、新城市と

北設地区（設楽町・東栄町・豊根村･長野県根羽

村）における、可燃ごみ処理の広域化を推進し

ます。

新城市と北設地区における、ごみ処理の現状

把握や課題を整理し、ごみ処理施設整備基本構

想を策定するとともに、建設候補地の選定を行

います。

主な経費

財源

担当課：市民協働部生活環境課

電 話：０５３６－２３－７６２９

メールアドレス：kankyou@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

まち 緑でゆとりを生み出します

地球環境の保全に貢献します

継 続

４款 － ２項 － ３目 （クリーンセンター費）

ごみ処理施設整備事業
令和６年度事業費

１６，４２２千円

報酬 １５０千円

報償費 ６０千円

旅費 ４２千円

委託料 １６，１７０千円

北設地区負担金 ２，７６９千円

市税等で負担する額 １３，６５３千円
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新たに起業・創業する方に対し補助金を交付します。

新たに起業・創業する方に対し、事業立ち

上げ時の金銭的負担を軽減するため、費用の

一部を補助します。

起業による新たなビジネスや雇用の創出、

事業承継を契機とした第二創業を促進し、地

域産業の活性化を推進します。

主な経費

財源

担当課：産業振興部産業政策課

電 話：０５３６－２３－７６３４

メールアドレス：syoukou@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

まち 地域産業の振興で賑わいを創出します

がんばる中小企業を応援します

継 続

７款 － １項 － ２目 （商工振興費）

創業支援等事業
令和６年度事業費

１，000千円

創業支援等事業補助金 １，０００千円

みんなのまちづくり基金 ５００千円

市税等で負担する額 ５００千円
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木育で未来の森づくりの担い手を育成します。

林業に携わる方が減少し、山や林業への関

心が薄れる中、次代を担う子どもたちを対象

に、年代に合わせた木との触れ合いの場を提

供し、未来の森づくりの担い手を育成するこ

とを目的とした事業です。

新生児を対象として地域材で作られた積み

木を贈呈し、園児を対象とした木育教室、小

学生を対象とした森林教室を実施します。

主な経費

財源

担当課：産業振興部森林課

電 話：０５３６－２２－９９３５

メールアドレス：ringyou@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

まち 農林業を成長産業にします

林業・木材産業の活性化を進めます

継 続

６款 － ３項 － ２目 （林業振興費）

新城木育プロジェクト事業
令和６年度事業費

３，４７０千円

森林教室委託料 ７８１千円

新生児誕生祝い品作成業務委託料 ２，６８９千円

市税等で負担する額（森林環境譲与税充当） ３，４７０千円
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地域材を利用した住宅等の建築に補助を行います。

この地域で産出された木材（地域材）の活

用を拡大し、地域の木材関連産業の活性化を

図ることを目的に、地域材を利用して市内に

住宅等を建築した場合、その建築主に対して

地域材の利用量に応じた補助金を交付しま

す。

また、建築主だけでなく、地域材を利用い

ただいた工務店等にも支援を実施します。

主な経費

財源

担当課：産業振興部森林課

電 話：０５３６－２２－９９３５

メールアドレス：ringyou@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

まち 農林業を成長産業にします

林業・木材産業の活性化を進めます

新 規

６款 － ３項 － ２目 （林業振興費）

地域材活用推進事業
令和６年度事業費

１，６００千円

補助金 １，６００千円

市税等で負担する額（森林環境譲与税充当） １，６００千円
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アジア競技大会自転車ロードレースのテスト大会を開催します。

令和８年度に新城市でアジア競技大会自転

車ロードレースの開催が予定されています。

令和６年度は本大会を安全・円滑に開催する

ためのテスト大会として、国内プロチームが参

加するレースを開催します。また、アジア各国

から参加する選手を温かく迎え、大会を盛り上

げるための広報案内パンフレットなどを作成

します。

主な経費

財源

担当課：産業振興部観光課

電 話：０５３６－２３－７６１３

メールアドレス：kankou@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

まち 地域産業の振興で賑わいを創出します

新 規

７款 － １項 － ３目 （観光振興費）

アジア競技大会推進事業
令和６年度事業費

１８，７２７千円

ロードレース開催支援委託料 １４，８００千円

観光広報業務委託料 ２，５５２千円

看板作成業務委託料 ９９０千円

その他の経費 ３８５千円

市税等で負担する額 １８，７２７千円
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スマート ICの早期供用に向け、用地取得および工事を施行します。

豊橋新城スマート IC（仮称）は、令和3年 8月 6日に新規事業化の決定がされ

ました。今後は早期供用に向け、共同事業者となる豊橋市、NEXCOと共に事業を

実施していきます。令和6年度は詳細設計、用地取得、物件補償、防火水槽移設工

事、スマート ICランプ工事等を行います。

また、スマート IC地域振興事業については企業訪問等を行う予定です。

主な経費

財源

担当課：建設部 土木課道路政策推進室

電 話：０５３６－２２－９９１９

メールアドレス：doroseisaku@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

まち 経済と生活を支える都市基盤を整えます

道路網の整備を進めます

継続

８款 － １項 － ２目 （高規格道路対策費）

豊橋新城スマート IC（仮称）整備事業

スマート IC 地域振興事業

令和６年度事業費

４３，３７９千円

用地購入費及び補償費 １０，８３５千円

詳細設計業務負担金及び工事費負担金等 １７，８１２千円

防火水槽移設工事等 １４，２００千円

その他事務経費 ５３２千円

国庫補助金 １０，４０５千円

地方債 ７，５００千円

負担金 ２２，１２７千円

市税等で負担する額 ３，３４７千円
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公共施設の適正配置と効率的な管理を進めるため

計画の見直し・策定を行います。

公共施設等の安全安心の確保・市民に必要

なサービスの適切かつ持続可能な形での提供

を目標に、既存施設の総量縮減・長寿命化・

有効活用による維持更新費用縮減の一層の推

進を図るため、『新城市公共施設等総合管理

計画』の見直しと『新城市公共施設個別施設

計画（第二期）』の策定を行います。

主な経費

財源

担当課：総務部資産管理課

電 話：０５３６－２３－７６１４

メールアドレス：shisan@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

行政経営 将来に責任を持つ行財政運営をします

公共施設の適正配置と効率的な管理を進めます

新 規

継 続

２款 － １項 － ７目 （財産管理費）

公共施設マネジメント推進事業
令和６年度事業費

５，３４５千円

公共施設等総合管理計画策定委員報酬 ２３０千円

報償費 ４１千円

費用弁償 ５８千円

公共施設マネジメント支援システム保守業務委託料 ６８２千円

新城市公共施設個別施設計画（第二期）策定等支援業務委託料 ４，３３４千円

市税等で負担する額 ５，３４５千円
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市内全域の建物を調査し、公平、公正な課税を目指します。

固定資産税の家屋課税台帳に登録されてい

る事項（所在地番、用途、種類、構造、床面

積等）と家屋の現況を、現地において比較照

合し、すでに取り壊されている家屋や、未調

査等となっている家屋を特定し、調査を行い

ます。

令和6年度から令和8年度までの3か年で

市全域を調査し、これまで課税されている家

屋との公平を期し、公正で適正な固定資産税

の課税を行います。

主な経費

財源

担当課：総務部税務課

電 話：０５３６－２３－７６１５

メールアドレス：zeimu@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

行政経営 将来に責任を持つ行財政運営をします

将来を見据えた健全で持続可能な財政運営を行います

新 規

２款 － ２項 － ２目 （賦課徴収費）

固定資産家屋全棟調査事業
令和６年度事業費

39，014千円

未評価家屋補助業務 ３９，０１４千円

市税等で負担する額 ３９，０１４千円
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労務管理と業務運営を一括して民間企業に委託します。

会計年度任用職員など非常勤職員により運

営している「放課後児童クラブ」と小中学校

の「ハートフルスタッフ」について、職員の

雇用管理から業務の運営まで２つの事業を一

括して民間企業に委託します。

労働力人口の減少が進む中、行政改革の一

環として、労務管理など必ずしも正規職員が

行う必要のない事業（ノンコア業務）を民間

企業に委託することにより、正規職員の人員

配置の効率化と経費削減を実現し、持続可能

な行政運営に取り組みます。また、民間企業

のノウハウにより、各事業の質の向上が期待

できます。

主な経費

財源

担当課：企画部秘書人事課

電 話：０５３６－２３－７６１９

メールアドレス：jinji@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

行政経営 将来に責任を持つ行財政運営をします

将来を見据えた健全で持続可能な財政運営を行います

新 規

３款 － ３項 － １目 （児童福祉総務費）

１０款 － １項 － ３目 （教育指導費）

包括管理業務委託導入事業

放課後児童対策事業

新城ハートフルスタッフ活用事業

令和６年度事業費

８５，７５９千円

放課後児童対策事業 ６５，３３９千円

新城ハートフルスタッフ活用事業 ２０，４２０千円

国庫補助金 ８，６８６千円

県補助金 ８，６８６千円

児童クラブ保護者負担金 １４，７３４千円

市税等で負担する額 ５３，６５３千円

行政

行政 民間企業

ﾉﾝｺｱ業務

ﾉﾝｺｱ業務

コア

コア
業務

業務

行政改革
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旧鳳来総合支所等を解体します。

旧鳳来総合支所跡地の有効活用を図るため

既存建築物等の解体を行います。

解体工事は、令和7年8月末までの２ケ年

事業となります。

解体後、跡地は更地となり、住民ニーズの

高い生鮮食料品店の誘致を検討するなど、民

間投資を促す積極的な施策の展開を図りま

す。

主な経費（令和6年度）

財源（令和6年度）

事業全体（令和６年度・７年度合計）

担当課：鳳来総合支所地域課

電 話：０５３６－２２－９９３３

メールアドレス：hri-tiiki@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

行政経営 将来に責任を持つ行財政運営をします

将来を見据えた健全で持続可能な財政運営を行います

新 規

２款 － １項 － ９目 （企画費）

鳳来総合支所周辺整備事業
令和６年度事業費

１２５，９２８千円

工事請負費 １２５，９２８千円

公共施設管理基金 １２５，９２８千円

工事請負費 ２０９，８８０千円

工事監理委託料 １０，５６０千円
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公共施設のオンライン予約システムを導入します。

２４時間いつでもインターネットから公共

施設の利用予約や予約状況の確認ができるこ

とで、市民の利便性向上に取り組みます。

また、予約状況などをシステムにより一元

管理することで、より適切な予約管理と運営

の効率化を図ります。

＜主なオンライン予約可能施設（予定）＞

新城文化会館（大小ホールを除く）、市民セ

ンターほうらい、つくで交流館 等

主な経費

財源

担当課：企画部情報政策課

電 話：０５３６－２３－７６１２

メールアドレス：johoseisaku@city.shinshiro.lg.jp

第２次新城市総合計画の施策体系

行政経営 情報技術でひと・ちいき・まちをつなげます

デジタルトランスフォーメーションを推進し、

行政運営の効率化と市民サービスの向上に取り組みます

新 規

２款 － １項 － ９目 （企画費）

施設予約システム導入事業
令和６年度事業費

８，５２５千円

システム導入委託料 ７，１５０千円

システム利用料 １，３７５千円

国庫補助金 ４，２６２千円

市税等で負担する額 ４，２６３千円

施設予約システム

利用者 施設管理者
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令和６年２月１３日 

大塚製薬株式会社との健康増進及び健康経営の普及促進等に関する連携協定

締結について 

 

様々な年代での市民の健康増進や、労働者の健康づくりを経営的視点から取

り組むため、健康増進、熱中症対策、健康経営及び災害対策に専門的な知見や技

術を持つ大塚製薬株式会社と連携を強化し、市民の健康づくりを推進するため、

「健康増進及び健康経営の普及促進等に関する連携協定」の締結を行います。 

 

１ 協定締結者 大塚製薬株式会社 ﾆｭｰﾄﾗｼｭｰﾃｨｶﾙｽﾞ事業部  

東海支店 支店長 平内
ひらうち

 秀司
しゅうじ

 様          

２ 日  時 令和６年２月２１日（水）  

午前１０時３０分から１０時５０分 

３ 場  所 新城市役所 ３階 政策会議室  

４ 連携事項 （１）市民の健康の維持・増進を図るための講座等の開催 

（２）熱中症対策に関する講座の開催や情報提供及び情報発信 

（３）市内企業における健康経営の普及促進 

（４）災害時における物資の提供協力や防災情報の発信 

（５）上記のほか、双方合意の上、目的達成に必要と認める事項 

５ 出席者  大塚製薬株式会社 ﾆｭｰﾄﾗｼｭｰﾃｨｶﾙｽﾞ事業部  

東海支店 支店長 平内 秀司 様 

新城市長 下江洋行 

   

 

 

 

※「健康経営○R 」は特定非営利活動法人健康経営研究会の登録商標です。 

 

【問合せ先】 

健康福祉部 健康課   課長：伊與田 

電話：0536-23-8551 FAX：0536-24-9008 

E メール：hoken@city.shinshiro.lg.jp 
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令和６年２月１３日

桜が咲き誇る春の桜淵公園において、花見に訪れる市民や観光客に対し、景観

を楽しんでいただくとともに、物産展や各種イベントでまつりを賑やかに演出

し、地域社会の活性化に寄与することを目的として開催します。

記

内容

新城さくらまつりの概要について

l 主催 一般社団法人新城市観光協会・新城市

l 期間 令和６年３月２０日（水）～４月４日（木）

l 場所 新城市 桜淵公園一帯

l 行事

・ 観光物産展

桜の開花に合わせて観光物産展を行います。

時間は、午前 10時～午後 3時
場所は、中央広場（木かげプラザ西側）

※天候及び開花状況により時間が変更する場合があります。

・ 各種イベント(3/23.3/24.3/30.3/31実施予定）
最新のイベント情報は新城市観光協会ホームページをご覧くださ

い。

・ 新城フォトクラブによるWEB上フォトコンテストの実施
※別紙参照

l 交通・駐車場

  公共交通機関

ＪＲ飯田線 新城駅（特急伊那路停車）・東新町駅下車徒歩約１

５分

新城さくらまつりについて



新城名古屋藤が丘線 高速乗合バス『山の湊号』

「新城市役所」下車 徒歩１０分

  マイカー

新東名新城ＩＣから国道１５１号経由 約１０分

東名豊川ＩＣから国道１５１号経由 約２０分

  駐車場

桜淵公園こかげプラザ前駐車場及びグラウンド 約５００台

料金：１，０００円

※料金徴収は３月２３日から４月４日まで（予定）

  交通案内

3月 23日（土）、3月 24日（日）、3月 30日（土）、31（日）は
桜淵公園周辺道路における歩行者の安全確保のため車両誘導及び

注意喚起等を行う。

【問合せ先】

新城市観光協会

電話：0536-29-0829

FAX：0536-29-9826

E メール：info@shinshirokankou.com


